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問１ 

 生命保険に関するコンサルティングや法令・制度等に関する以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの

答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題１） 
 

（設問Ａ）ＣＦＰ認定者は、４人の相談者に対して生命保険に関するアドバイスを行った。ＣＦＰ

認定者が行った次のアドバイスの下線部のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．相談者Ａ   ：親が生命保険に複数加入しており、認知症になった場合を心配しています

が、生命保険契約照会制度（平時利用）というものがあると聞きました。

どのような制度でしょうか。 

ＣＦＰ認定者：親族等が保険契約者または被保険者となっている生命保険契約の有無を、

生命保険協会の会員会社である生命保険会社に確認できる制度です。照会

受付日現在有効に継続している契約のほか、解約した契約も対象となりま

す。 

２．相談者Ｂ   ：定期保険の保険契約者および被保険者である夫が亡くなりました。保険金

受取人は妻の私ですが、うっかりしていて夫の死亡前に契約が失効してい

ました。未払込分の保険料を払い込めば、死亡保険金を受け取れますか。 

ＣＦＰ認定者：保険契約の失効中に保険事故が発生した場合、原則として保険金や給付金

を受け取ることはできません。 

３．相談者Ｃ   ：今年住宅を購入し、住宅ローンを組んで団体信用生命保険に加入しました。

団体信用生命保険の保険料は、生命保険料控除の対象となりますか。 

ＣＦＰ認定者：団体信用生命保険は、保険金受取人が「自己または配偶者その他の親族」

ではないため、生命保険料控除の対象にはなりません。 

４．相談者Ｄ   ：保険契約者と満期保険金受取人が私である養老保険の積立配当金が引出し

自由なため、中途で引き出すか、満期保険金と一緒に受け取るか迷ってい

ます。注意点はありますか。 

ＣＦＰ認定者：契約期間中に配当金を受け取る場合、支払保険料から控除され課税されま

せんが、配当金を満期保険金と一緒に受け取る場合は、保険金の額に含め

て一時所得として課税対象になります。 
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（問題２） 
 

（設問Ｂ）生命保険契約についての保険法の規定およびそれに基づく取扱いに関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

 

１．２０１０年４月１日以降に締結した保険料の払込方法（回数）が年払いの保険契約において、

解約して保険料の未経過分に相当する返還金があるときは、原則として保険契約者に返還さ

れる。 

２．保険金受取人を変更する意思表示が保険会社に到達する前に、保険会社が変更前の保険金受

取人に保険金を支払った場合、その保険金の支払いは無効となる。 

３．保険契約者等が故意または重大な過失により告知義務に違反し保険会社が保険契約を解除し

た場合でも、告知されなかった事実と解除より前に発生した支払事由との間に因果関係がな

いときは、保険会社は保険金を支払う必要がある。 

４．死亡保険契約の保険契約者または保険金受取人は、被保険者が死亡したことを知ったときは、

遅滞なく、保険会社に対し、その旨を通知しなければならない。 

 

（問題３） 
 

（設問Ｃ）生命保険数理等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．生命保険会社は、公益社団法人日本アクチュアリー会が作成する標準生命表を保険料算定の

参考にしており、最新版の「標準生命表２０１８」には、男女の年齢別に、生存数、死亡数、

死亡率および平均余命が掲載されている。 

２．標準責任準備金とは、保険契約者保護および保険会社経営の健全性維持の観点から、金融庁

が定める標準とする責任準備金のことである。 

３．標準利率とは、生命保険会社が責任準備金の積立てに用いる利率で、平準払いの保険では、

１０年国債の過去の平均応募者利回りを基準に設定することとされている。 

４．外貨建て保険は標準責任準備金制度の対象外であったが、２０２２年４月１日以降に締結す

る契約より、すべての通貨での外貨建て保険が標準責任準備金制度の対象となり、責任準備

金の計算の基礎となるべき標準利率の算定方法等が定められた。 
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問２ 

 保険契約等の税務上の取扱いに関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から

１つ選んでください。 

 

（問題４） 
 

（設問Ａ）羽田さん（６９歳・男性）の２０２４年分の収入は、下記＜資料＞のとおりである。羽田さ

んの２０２４年分の所得税の雑所得の金額として、正しいものはどれか。なお、必要経費の

計算過程については小数点以下第３位を切り上げ、第２位まで算出することとする。また、

他に雑所得はないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

① 老齢厚生年金および老齢基礎年金：１８０万円 

② 企業年金：１５０万円 

確定給付企業年金契約に基づく年金であり、在職中、羽田さんは掛金を負担していない。 

③ 個人年金保険（１０年保証期間付終身年金）：３２万円（内訳：基本年金および増額年金合計で

３０万円、配当２万円） 

羽田さん本人が保険料負担者かつ被保険者であり、年金支給開始当時は６５歳であった。 

既払込正味保険料総額：２９５万円 

④ 相続した個人年金保険（１０年確定年金）：３６万円 

羽田さんの父が２０２４年４月に死亡し相続した契約であり、１回目の年金から羽田さんが受

け取っている。 

既払込正味保険料総額：３４２万円（契約当初より羽田さんの父が全額を負担） 

年金受給権の相続税評価額：３３８万円 

 

＜公的年金等控除額の速算表＞ 

納税者区分 公的年金等の収入金額（Ａ） 

公的年金等控除額 

公的年金等に係る雑所得以外の所得

に係る合計所得金額 

１,０００万円 以下 

６５歳未満の者 

 １３０万円 以下 ６０万円 

１３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

６５歳以上の者 

 ３３０万円 以下 １１０万円 

３３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 
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＜余命年数表（所得税法施行令からの抜粋)＞ 

年金の支給

開始日にお

ける年齢 

余命年数 年金の支給

開始日にお

ける年齢 

余命年数 

男 女 男 女 

６０歳 １９年 ２３年 ６６歳 １４年 １８年 

６１  １８ ２２ ６７  １４ １７ 

６２  １７ ２１ ６８  １３ １６ 

６３  １７ ２０ ６９  １２ １５ 

６４  １６ １９ ７０  １２ １４ 

６５  １５ １８ ７１  １１ １４ 

 

１．２２２.３０万円 

２．２３２.１６万円 

３．２３２.２０万円 

４．２３４.００万円 
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（問題５） 
 

（設問Ｂ）桑原さんが、（１）２０２４年中に支払った医療費等、（２）２０２４年中に受け取った給付

金等は、下記＜資料＞のとおりである。桑原さんの２０２４年分の所得税の医療費控除の金

額として、正しいものはどれか。なお、桑原さんの２０２４年分の総所得金額等は７００万

円であり、セルフメディケーション税制については考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

（１）２０２４年中に支払った医療費等 

 治療等を受けた者 内容 支払金額 備考 

① 桑原さん本人 

ケガの治療に係る入院治療等の費用 

（うち差額ベッド代） 

（うち治療等を受けるための通院費） 

１５.５万円 

（５万円） 

（１万円） 

 

（注１） 

（注２） 

② 桑原さん本人 

・ 健康診断費用 

・ 健康診断の結果、重大な疾病が発見

され、その治療費等として支払った

費用 

５万円 

１０万円 
 

③ 桑原さん本人 
近視矯正のために購入したコンタクト

レンズ費用 
５万円  

④ 桑原さんの妻 薬局で購入した風邪薬代 ０.５万円 （注３） 

（注１）桑原さん本人の希望により個室に入院した。 

（注２）自家用車で通院した際のガソリン代、駐車場代。 

（注３）桑原さんの妻は、桑原さんと生計を一にしている。 

 

（２）２０２４年中に受け取った給付金等 

生命保険からの入院給付金等：１０万円（上記（１）①の桑原さん本人の治療費に係るもの） 

 
 

１．０.５万円 

２．５.０万円 

３．５.５万円 

４．６.０万円 
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（問題６） 
 

（設問Ｃ）近藤さんが２０２４年中に支払った保険料は、下記＜資料＞のとおりである。近藤さんの

２０２４年分の所得税の生命保険料控除の金額として、正しいものはどれか。なお、いずれ

の契約も適正に保険料は支払われており、生命保険料控除の対象となる要件を満たしている

ものとし、配当金はないものとする。また、控除額が最も大きくなる組み合わせを用いるも

のとする。 

 

＜資料＞ 

契約 保険種類 契約時期 
保険料 

払込方法 

年間正味 

払込保険料 
備考 

① 終身保険 ２０１０年 月払い ４８,０００円 （注１） 

② 医療保険 ２００９年 月払い ３８,０００円 （注２） 

③ 介護保障保険 ２０２４年 月払い  ５,０００円 （注３） 

④ 個人年金保険 ２０１１年 年払い ９６,０００円 （注４） 

（注１）２０２４年１０月１日に保険料の自動振替貸付制度が適用されており、年間正味払込保険料の

うち、２０２４年１０月以降の保険料１２,０００円は自動振替貸付により充当された金額で

ある。 

（注２）２０２４年３月１日に先進医療特約を中途付加しており、３月分の保険料より月額２００円が

上乗せされている。 

（注３）死亡保険金額が介護保険金額と同額である組込型保険契約となっている。また、２０２４年

１１月から保険料を支払っている。 

（注４）税制適格特約付個人年金保険である。 

 

＜所得税の生命保険料控除の控除額の速算表＞ 

（１）２０１１年１２月３１日以前に締結した保険契約（旧契約）等に係る控除額 

年間の支払保険料の合計 控除額 

 ２５,０００円 以下 支払保険料の全額 

２５,０００円 超 ５０,０００円 以下 支払保険料×１／２＋１２,５００円 

５０,０００円 超 １００,０００円 以下 支払保険料×１／４＋２５,０００円 

１００,０００円 超  ５０,０００円 

 

（２）２０１２年１月１日以後に締結した保険契約（新契約）等に係る控除額 

年間の支払保険料の合計 控除額 

 ２０,０００円 以下 支払保険料の全額 

２０,０００円 超 ４０,０００円 以下 支払保険料×１／２＋１０,０００円 

４０,０００円 超 ８０,０００円 以下 支払保険料×１／４＋２０,０００円 

８０,０００円 超  ４０,０００円 

 

１．１１３,５００円 

２．１１５,０００円 

３．１１６,０００円 

４．１１８,０００円  
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（問題７） 
 

（設問Ｄ）ＶＸ社は、常務取締役である五十嵐さんが２年後に勇退する際、下記＜資料＞の生命保険を

名義変更して、役員退職慰労金として不足分の現金と合わせて現物支給する予定である。五

十嵐さんの役員退職慰労金の額が、この生命保険の現物支給と現金を合わせて８,０００万

円である場合、ＶＸ社の経理処理として、正しいものはどれか。なお、保険料は１８年分を

支払い済みで勇退時には２０年分支払うことになるものとし、源泉徴収については考慮しな

いものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［ＶＸ社が現在加入している生命保険］ 

保険種類：長期平準定期保険 

契約日：２００７年２月１日 

保険契約者：ＶＸ社 

被保険者：五十嵐さん（契約年齢５０歳） 

保険金受取人：ＶＸ社 

保険金額：８,０００万円 

保険期間：３０年 

保険料払込期間：８０歳払込満了 

年払い保険料：３,５９０,４００円 

五十嵐さん勇退時（７０歳）の解約返戻金：４,２００万円 

 

１． 借方 貸方 

退職金    ８０,０００,０００円 現金・預金  ３８,０００,０００円 

前払保険料  ２６,９２８,０００円 

雑収入    １５,０７２,０００円 

 

２． 借方 貸方 

退職金    ８０,０００,０００円 

 

現金・預金  ３８,０００,０００円 

前払保険料  ３５,９０４,０００円 

雑収入     ６,０９６,０００円 

 

３． 借方 貸方 

退職金    ８０,０００,０００円 現金・預金  ３８,０００,０００円 

前払保険料  １１,９６８,０００円 

雑収入    ３０,０３２,０００円 

 

４． 借方 貸方 

退職金    ８０,０００,０００円 現金・預金  ３８,０００,０００円 

前払保険料  ３２,３１３,６００円 

雑収入     ９,６８６,４００円 
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（問題８） 
 

（設問Ｅ）木内さんが２０２４年中に受け取った保険金等は、下記＜資料＞のとおりである。木内さん

の２０２４年分の所得税の一時所得のうち、総所得金額に算入すべき金額として、正しいも

のはどれか。なお、契約①～④の保険契約者（保険料負担者）は木内さんであり、いずれも

特約を付加していないものする。また、他に一時所得はないものとする。 

 

＜資料＞ 

契約 保険種類 被保険者 内容 受取額 払込保険料総額 備考 

① 養老保険 木内さん 満期保険金   ５００万円 ４００万円 （注１） 

② 養老保険 木内さん 満期保険金   ３８０万円 ４００万円 （注２） 

③ 終身保険 木内さんの母 死亡保険金 １,０００万円 ４５０万円 （注３） 

④ 
一時払 

個人年金保険 
木内さん 解約返戻金   ３８０万円 ３００万円 （注４） 

（注１）木内さんの父から木内さんに保険契約者（保険料負担者）の変更が行われており、変更時点で

の払込保険料総額は１２０万円、解約返戻金は１００万円である。なお、木内さんの父からの

名義変更は相続または遺贈によるものではなく、かつ満期時点で父は生存している。 

（注２）受取額は、満期保険金から契約者貸付金およびその利息の合計額２０万円を控除した額である。 

（注３）木内さんの母は２０２４年１月に死亡した。 

（注４）据置期間１０年の個人年金保険（終身年金）で、加入してから４年８ヵ月後に解約した。 

 

１．２８５万円 

２．３１５万円 

３．３２５万円 

４．３３０万円 
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問３ 

 野村さん夫婦は、現在ＰＸ社の生命保険に加入していますが、知り合いの生命保険募集人よりＰＴ社

の生命保険への見直しの提案を受けていることから、ＣＦＰ認定者に相談しました。以下の設問Ａ～

Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。なお、契約時から保険事故までに

保険金・給付金などの支払いは一切なく、特約はすべて更新しており、免責事項に該当する事由もない

ものとします。また、配当も考慮しないものとします。 

 

［家族構成］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

野村 健一郎 本人 ５０歳 会社員 

野村 いずみ 妻 ５０歳 専業主婦 

野村 政樹 長男 ２１歳 大学生 

 

［現在加入しているＰⅩ社の生命保険の保障内容］ 

・ 保険証券＜資料１＞参照 

 

［提案を受けているＰＴ社の生命保険の保障内容］ 

・ 保険提案書＜資料２＞および保険設計書＜資料３＞参照 
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＜資料１＞ＰⅩ社 
 

保険証券番号 ×××－×××× 保険種類 定期保険特約付終身保険 
 

保険契約者 野村 健一郎 様 
ご印鑑 

 

 

 契約日：２００９年１２月１日 

主契約の保険期間：終身 

主契約の保険料払込期間：６０歳払込満了 

保険料払込方法：年１２回 

保険料払込期月：毎月 

社員配当金支払方法：積立配当方式 

保険料：××,×××円 

被保険者 

野村 健一郎 様 
契約年齢 ３５歳 男性 

１９７４年８月２０日 
 

死亡保険金受取人 野村 いずみ 様(妻) 
受取割合 
１００％  

 

 
■ご契約内容 

主契約の内容 保険期間 保険金額 

終身保険 終身 保険金額         １４０万円 
◇死亡・所定の高度障害状態のとき保険金を支払います。 

特約の内容 保険期間 保険金額・給付金額 

定期保険特約 １０年 保険金額       ３,１６０万円 
◇死亡・所定の高度障害状態のとき保険金を支払います。 

特定疾病保障定期保険特約 １０年 保険金額         ２００万円 
◇３大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）により所定の条件に
該当したとき、または所定の手術を受けたとき、特定疾病保険
金を支払います。 

◇死亡・所定の高度障害状態のとき保険金を支払います。 
◇保険金を支払った時点で、特約は消滅します。 

災害割増特約 １０年 保険金額       １,５００万円 
◇不慮の事故や所定の感染症で死亡のとき、災害死亡保険金を支
払います。 

◇不慮の事故や所定の感染症で所定の高度障害状態のとき、災害
高度障害保険金を支払います。 

傷害特約 １０年 保険金額・給付金額    ５００万円 
◇不慮の事故や所定の感染症で死亡のとき、災害死亡保険金を支
払います。 

◇不慮の事故で所定の障害状態のとき、障害給付金（保険金額の
１００％～１０％）を支払います。 

災害入院特約 
（本人・妻型） 

１０年 日額          ５,０００円 
◇不慮の事故で５日以上継続入院のとき、入院開始日からその日
を含めて５日目から災害入院給付金を支払います。 

◇同一事由の１回の災害入院給付金支払限度は１２０日、通算し
て７００日となります。 

◇妻の場合は、本人の６割の日額になります。 

疾病入院特約 
（本人・妻型） 

１０年 日額          ５,０００円 
◇病気で５日以上継続入院のとき、入院開始日からその日を含め
て５日目から疾病入院給付金を支払います。 

◇病気または不慮の事故で所定の手術を受けたとき、手術の種類
に応じて手術給付金（疾病入院給付金日額の１０倍、２０倍、
４０倍）を支払います。 

◇同一事由の１回の疾病入院給付金支払限度は１２０日、通算し
て７００日となります。 

◇妻の場合は、本人の６割の日額になります。 

リビング・ニーズ特約 － ◇余命６ヵ月以内と判断された場合、死亡保険金の範囲内かつ同
一被保険者を通算して３,０００万円を限度に保険金を請求する
ことができます。なお、災害割増特約・傷害特約はこの特約に
よる保険金支払いの対象となりません。 

 

  

 

野
村 
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＜資料２＞ＰＴ社 
 

 

入院治療保障特約【Ⅲ型】 

ご提案書 

（ご契約者）  野村 健一郎 様 
（被保険者）  野村 健一郎 様 
（年齢・性別） ５０歳・男性 

予定契約日：２０２４年１２月１日 
払込保険料合計：××,×××円 
払方：月払い、口座振替 

入院初期一時金給付特約 

新・入院特約 

退院後通院治療保障特約【Ⅲ型】 

外来時手術保障特約 

更新 

更新 

更新 

更新 

更新 

がん保障特約 

▲ 

５０歳 

契約 

早期発見・治療支援特約 

重症化予防支援特約 

▲ 

６０歳 

更新 

▲ 

９０歳 

更新限度 

更新 

更新 

更新 

更新 

更新 

先進医療保障特約 

重度疾病継続保障特約 

定期保険特約 

がん・上皮内新生物保障特約 

特定自費診療がん薬物治療保障特約 

更新 

更新 

更新 

更新 

生活サポート終身年金特約 

リビング・ニーズ特約 

重度がん保険金前払特約 

健康サポート・キャッシュバック特約 

保障されています 

保障されています 

付加されています 

保険種類 ５年ごと配当付組立総合保障保険 
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◇おすすめプランの保障 
特約名・支払事由等 主な保険金・給付金額等 お支払いの限度等 

入院治療保障特約【Ⅲ型】 
公的医療保険制度の給付対象と
なる入院をしたとき 
（実額給付タイプ） 

入院中の療養に係る
診療報酬点数 

×３円 
 

１回の入院の限度： ９０万円 
通算限度    ：６００万円 
※高額療養費支給の有無にかかわ

らずお支払いします 

入院初期一時金給付特約 
 入院をしたとき 
（一時金給付タイプ） 

１０万円 支払限度：１回の入院につき１回 
通算限度：３０回 

新・入院特約 
 入院をしたとき 
（日額給付タイプ） 

５,０００円×入院日数 
 悪性新生

物・上 皮
内新生物 

左記以外
の病気・
ケガ 

１回の入
院の限度 

 
無制限 

１８０日 

通算限度 １,０９５日 
 

退院後通院治療保障特約【Ⅲ型】 
退院後に、公的医療保険制度の
給付対象となる通院をしたとき 
（実額給付タイプ） 

通院時の療養に係る
診療報酬点数 

×３円 

（ただし、通院日の診療報酬点数の
合計が５００点未満の場合は日額
１,５００円） 

＋ 
初回の通院時 １万円 

 悪性新生
物・上 皮
内新生物 

左記以外
の病気・
ケガ 

支払対象
期間 

７３０日 １８０日 

１回の入
院に対す
る通院の
限度 

１２０万円 ６０万円 

通算限度 ６００万円 
 

外来時手術保障特約 
入院を伴わない、公的医療保険
制度の給付対象となる手術 

（診療報酬点数合計２,０００点
以上） 

または放射線治療を受けたとき 
（一時金給付タイプ） 

 
手術 １回につき ５万円 
 
 
 
放射線治療 １回につき１０万円 

支払限度：６０日間に１回 
通算限度：無制限 

先進医療保障特約 
先進医療による療養を受けたと
き 
※入院を伴わない場合も対象 
（実額給付タイプ） 

先進医療の技術に係る費用と同額 通算限度：２,０００万円 

早期発見・治療支援特約 
契約日から１年経過後に受診し
た健康診断の結果により要注意
基準に該当し、かつ、支払対象
期間中に、要注意基準に該当し
た項目に関して、疾病の治療を
目的とした所定の通院または入
院をしたとき 

２万円 支払限度：支払対象期間ごとに 
１回 

通算限度：５回 

重症化予防支援特約 
所定の疾病による所定の状態に
該当したとき 

（所定の心疾患・脳血管疾患・糖
尿病・高血圧性疾患・慢性腎臓
病・肝疾患・慢性膵炎） 

所定の疾病ごと １００万円 支払限度：それぞれの所定の疾病
について１回 

通算限度：２回 

重度疾病継続保障特約 
重度疾病による所定の状態に該
当したとき 

（急性心筋梗塞・脳卒中・重度の
糖尿病・重度の高血圧性疾患・
慢性腎臓病・肝硬変・重度の慢
性膵炎） 

重度疾病ごと ２００万円 支払限度：それぞれの重度疾病に
ついて１回 

通算限度：７回 
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がん保障特約 
責任開始日から９０日を経過し
た後に、所定の悪性新生物（が
ん）と診断確定されたとき 
※上皮内新生物などを除く 
前回のお支払いから１年経過後
の再発時 

 
３００万円 

 
 
 

３００万円 

支払限度：無制限 

がん・上皮内新生物保障特約 
責任開始日から９０日を経過し
た後に、所定の悪性新生物（が
ん）または上皮内新生物と診断
確定されたとき 

５０万円 支払限度：１回 

特定自費診療がん薬物治療保障特約 
責任開始日から９０日を経過した
後に発病し、診断確定された悪性
新生物（がん）または上皮内新生
物で所定の病院等に入院または通
院をし、悪性新生物（がん）また
は上皮内新生物の治療を直接の目
的とした自費診療による特定の薬
物治療（適応外薬または未承認
薬）を受けたとき 

薬物治療に係る薬剤費用と同額 通算限度：１億円 

生活サポート終身年金特約 
［別表］に定める所定の日常生活
制限状態のいずれかの状態に該
当したとき 

年額２００万円×一生涯 支払限度：無制限 

定期保険特約 
死亡または高度障害状態のとき 

（一時金タイプ） 

５００万円 保険期間：１０年 

 

［別表］対象となる日常生活制限状態 

① １級・２級の身体障害者手帳の交付 ② 公的介護保険制度の要介護３以上 ③ 所定の寝たきり 

④ 所定の認知症 ⑤ 高度障害状態 ⑥ 片側半身の障害 

 

●リビング・ニーズ特約 

対象となる死亡保険金額は、定期保険特約の死亡保険金額とします。 
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＜資料３＞ＰＴ社 
 

  

◇おすすめプランの保障内容 

主契約 

終
身
医
療
保
険 

入院 

支払事由 支払額 支払限度等 

１日以上の入院を

したとき 

基準給付金額 入院日数 累計額 

１入院あたりの支払回数 

最大５回まで 

 

支払回数 

１００回 

入院時支援 

給付金 

２０万円 

１日 

（日帰りから） 
２０万円 

３０日 ４０万円 

６０日 ６０万円 

９０日 ８０万円 

１２０日 １００万円 

手術・ 

放射線治療 

入院を伴わない 

手術を受けたとき 

外来時手術給付金 

１０万円 無制限 

（それぞれの給付金につき、 

６０日の間に１回） 

入院を伴わない 

放射線治療を 

受けたとき 

外来時放射線治療給付金 

２０万円 

特約    

入院時手術 

終身保障特約 

支払事由 支払額 支払限度等 

入院中に手術を 

受けたとき 

入院時手術給付金 

１０万円 
無制限 

（それぞれの給付金につき、 

６０日の間に１回） 
入院中に放射線 

治療を受けたとき 

入院時放射線治療給付金 

２０万円 

終身保険特約 

死亡したとき 

死亡保険金・高度障害保険金 

５０万円 

－ 

身体障害表の 

第１級の障害状態

に該当したとき 

支払回数１回 

先進医療保障

特約 

先進医療による 

療養を受けたとき 

先進医療給付金 

先進医療の技術に係る費用と同額 

通算 

２,０００万円 

※所定の身体障害表の第１級の障害状態（高度障害状態）または不慮の事故の日から１８０日以内

に所定の身体障害表の第２級・第３級の障害状態に該当したとき、その後の保険料のお払込みは

不要です。 

※入院日数は、暦の上での日を単位として数え、入院開始日から通算します。また、入院の有無は、

入院基本料の支払いの有無により判断します。 

 

  

保険設計書＜５年ごと配当付終身医療保険＞ 

（無解約返戻金型） 

ご契約者：野村 いずみ 様 
被保険者：野村 いずみ 様 
生年月日：１９７４年９月２５日 
５０歳・女性 
予定契約日：２０２４年１２月１日 保険期間：終身／保険料払込期間：終身 

毎回の保険料：××,×××円 

＜月掛（口座振替料率)＞６０歳まで 
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（問題９） 
 

（設問Ａ）ＣＦＰ認定者は、健一郎さんが入院した場合の保障内容について説明した。２０２５年２

月に健一郎さんが急性心筋梗塞と診断され２２日間継続して入院し、入院中に手術を受け、

退院後にリハビリ治療のため５ヵ月間（通院日数６５日間）通院した場合、受け取ることが

できる保険金等の合計額の比較として、正しいものはどれか。なお、解答に当たっては、以

下の＜条件＞に基づくこと。 

 

＜条件＞ 
 

・ ＰⅩ社においては、３大疾病による所定の状態に該当し、疾病入院給付金日額の４０倍の給付

に該当する手術を受けたものとする。 

・ ＰＴ社においては、所定の疾病および所定の重度疾病に該当し、いずれも所定の状態に該当す

るものとする。 

・ 入院時の診療報酬点数 ２４０,０００点 

・ 通院時の診療報酬点数  ３７,０００点（通院６５回合計。診療報酬点数の合計が５００点未

満の通院日はないものとする） 

 

１．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、 ７６.１万円多い。 

２．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、１６６.１万円多い。 

３．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、１７５.１万円多い。 

４．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、１７６.１万円多い。 
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（問題１０） 
 

（設問Ｂ）ＣＦＰ認定者は、健一郎さんが不慮の事故により半身不随になった場合の保障内容につい

て説明した。２０２５年３月に健一郎さんが交通事故により脊髄を損傷して２９日間継続し

て入院し、入院中に手術を受け、退院後６ヵ月間（通院日数６８日間）通院し、通院中に所

定の片側半身の障害に該当した場合、受け取ることができる保険金等の合計額の比較として、

正しいものはどれか。なお、解答に当たっては、以下の＜条件＞に基づくこと。 

 

＜条件＞ 
 

・ ＰⅩ社においては、疾病入院給付金日額の４０倍の給付に該当する手術を受けたものとする。 

・ ＰⅩ社においては、障害給付金は７０％支払われるものとする。 

・ ＰＴ社においては、年金支払タイプの給付金は１０年間にわたって１０回受け取った時点で試

算する。 

・ 入院時の診療報酬点数 ２８０,０００点 

・ 通院時の診療報酬点数  ４１,０００点（通院６８回合計。診療報酬点数の合計が５００点未

満の通院日はないものとする） 

・ＰⅩ社およびＰＴ社ともに、所定の高度障害状態には該当しない。 

 

１．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、１,７２９.３万円多い。 

２．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、１,７３８.３万円多い。 

３．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、１,７３９.３万円多い。 

４．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、２,２３９.３万円多い。 

 

（問題１１） 
 

（設問Ｃ）ＣＦＰ認定者は、いずみさんが日帰り手術を受けた場合の保障内容について説明した。

２０２５年４月にいずみさんが白内障と診断確定され、２０２５年５月中に片眼ずつそれぞ

れ別の日に計２回、日帰り手術を受けた場合、受け取ることができる保険金等の合計額の比

較として、正しいものはどれか。なお、解答に当たっては、以下の＜条件＞に基づくこと。 

 

＜条件＞ 
 

・ ＰⅩ社においては、各々、疾病入院給付金日額の２０倍の給付に該当する手術を受けたものと

する。 

・ ＰＴ社においては、入院基本料の支払いはなかったものとする。 

・ 日帰り手術時の診療報酬点数（１回の手術ごと） １５,０００点 

 

１．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、１８万円多い。 

２．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、 ８万円多い。 

３．ＰⅩ社よりＰＴ社の方が、 ４万円多い。 

４．ＰＴ社よりＰⅩ社の方が、 ２万円多い。  



 
リスクと保険 2024年度第2回 

18 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 リ ス ク と 保 険 

問４ 

 佐野亜希子さん（以下「亜希子さん」という）は、２０２４年１０月に夫の正弘さん（４０歳）が交

通事故で死亡したため、生命保険について、ＣＦＰ認定者に相談しました。以下の設問Ａ、Ｂについ

て、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

＜資料＞ 
 

［家族構成］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

佐野 亜希子 本人 ３８歳 パートタイマー 

佐野 翔太 長男 １０歳 小学生 

 

［状況等］ 

・ 正弘さんは、２２歳から１８年間株式会社ＫＡに勤務（厚生年金保険加入）していた。 

・ 亜希子さんは、２２歳から株式会社ＫＡに勤務（厚生年金保険加入）していたが、正弘さん

と結婚後退職。しばらくは専業主婦であったが、翔太さんが小学生になったことを機にパー

ト勤めをしている。今後は正社員として就労する予定である。 

・ 正弘さんと亜希子さんには、国民年金保険料の未納期間および免除期間はない。 

・ 現在の預貯金残高（正弘さんの死亡保険金を含まない額）は、３００万円である。 

 

［正弘さんが保険契約者（保険料負担者）となっている生命保険契約］ 

契約 保険種類 
保険金・ 

年金年額 

保険料 

払込期間 
払込方法 被保険者 

死亡保険金

（給付金） 

受取人 

① 定期付終身保険 ２,０００万円 ６５歳 月払い 正弘さん 亜希子さん 

② 個人年金保険 
６０万円・ 

１０年間 
６５歳 月払い 亜希子さん 正弘さん 

③ こども保険 満期２４０万円 １８歳 月払い 翔太さん 正弘さん 
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（問題１２） 
 

（設問Ａ）亜希子さんは、自分が万一死亡した場合に備え、新たな生命保険に加入することを検討して

いる。下記＜資料＞は、ＣＦＰ認定者が亜希子さんからヒアリングした内容に基づいて作

成した遺族の「必要保障額計算表」である。現時点で亜希子さんが死亡した場合の必要保障

額の不足額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［必要保障額計算表］ （単位：万円） 

年 

翔太 

さん 

年齢 

収入等合計 支出合計 当該年 

の収支 
 公的年金  生活費 住居費 教育費 

２０２５ １１  １７１ ３９６ ２４０ ９６ ６０ ▲２２５ 

２０２６ １２  １７１ ４０６ ２４０ ９６ ７０ ▲２３５ 

２０２７ １３  １７１ ４０８ ２４０ ９６ ７２ ▲２３７ 

２０２８ １４  １７１ ４０８ ２４０ ９６ ７２  ▲２３７ 

２０２９ １５  １７１ ４３８ ２４０ ９６ １０２ ▲２６７ 

２０３０ １６  １７１ ４０８ ２４０ ９６ ７２ ▲２３７ 

２０３１ １７  １７１ ４０８ ２４０ ９６ ７２ ▲２３７ 

２０３２ １８  １７１ ４３８ ２４０ ９６ １０２ ▲２６７ 

２０３３ １９  ０ ４５６ ２４０ ９６ １２０ ▲４５６ 

２０３４ ２０  ０ ４５６ ２４０ ９６ １２０ ▲４５６ 

２０３５ ２１  ０ ４５６ ２４０ ９６ １２０ ▲４５６ 

２０３６ ２２  ０ ４５６ ２４０ ９６ １２０ ▲４５６ 

合計   １,３６８ ５,１３４ ２,８８０ １,１５２ １,１０２  

・ 翔太さんの年齢は、年末時点の満年齢で表示している。 

・ 教育費は、翔太さんが受給した奨学金等を控除した後の額である。また、翔太さんが２２歳で

大学を卒業することを前提に表示している。 

・ 税金・社会保険料は、遺族の生活費に含まれる。 

・ 必要保障額の計算上、現在の預貯金残高および生命保険契約からの保険金等を考慮すること。 

・ 契約③は保険料の払込みが免除されている。 

・ 必要保障額の計算上、契約②の死亡給付金および亜希子さんの葬儀費用等の整理資金は考慮し

ない。 

・ 記載されている数値は正しいものとする。 

・ 問題作成の都合上、一部空欄にしてある。 

・ 算入する金額がない場合は「０」と表記している。 

 

１．１,２２６万円 

２．１,４６６万円 

３．１,５２６万円 

４．３,２２６万円 
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（問題１３） 
 

（設問Ｂ）亜希子さんは、下記＜資料＞の生命保険の契約者を自身に変更して契約を継続する予定であ

る。名義変更に係る税務上の取扱いに関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［正弘さんが保険契約者（保険料負担者）となっている生命保険契約（②③）の詳細］ 

保険種類 ②個人年金保険 ③こども保険 

 名義変更前 名義変更後 名義変更前 名義変更後 

保険契約者（保険料負担者） 正弘さん 亜希子さん 正弘さん 亜希子さん 

被保険者 亜希子さん 亜希子さん 翔太さん 翔太さん 

死亡保険金（給付金）受取人 正弘さん 翔太さん 正弘さん 亜希子さん 

保険金・年金年額 ６０万円・１０年間 満期２４０万円 

保険料払込期間 ６５歳 １８歳 

正弘さんが支払った 

正味払込保険料合計額 
２１０万円 １２０万円 

正弘さん死亡時の 

解約返戻金相当額 
１９０万円 ８０万円 

契約満了までの 

総払込保険料（予定額） 
５５０万円 

１２０万円 

（契約者死亡により保険料 

払込免除） 

 

１．契約②の保険契約者を亜希子さんに変更する場合、亜希子さんが相続により取得する生命保

険契約に関する権利の評価額は２１０万円である。 

２．契約②の保険契約者を亜希子さんに変更した後、亜希子さんが年金受取開始まで生存して年

金を受給する場合、正弘さんが支払った正味払込保険料相当額に対応する年金の受給権は贈

与税の課税対象となる。 

３．契約③は、保険契約者である正弘さんが死亡すると保険料が払込免除となるため、保険契約

者を亜希子さんに変更しても課税関係は生じない。 

４．契約③の満期保険金は、全額が一時所得として所得税の課税対象となる。 
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問５ 

 倉田さんは、現在個人事業主としてＬＺ設計事務所を経営しており、今後の経営などについてＣＦＰ

認定者に相談しました。以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでくだ

さい。 

 

［家族構成］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

倉田 和彦 本人 ４５歳 自営業（個人事業主） 

 

［状況等］ 

・ ＬＺ設計事務所は従業員数５名の事務所である。 

・ 現在は個人事業主だが、２０２５年１月法人成りを予定している。 

 

（問題１４） 
 

（設問Ａ）倉田さんは、採用が厳しくなる中、従業員の確保を図るため退職金制度を整備したいと考え、

ＣＦＰ認定者に相談した。従業員の退職金準備制度に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。 

 

１．中小企業退職金共済制度は、掛金は事業主負担で全額必要経費に算入でき、掛金と加入期間

に応じた確実な退職金準備ができる制度で、一定期間国から掛金の助成がある。 

２．養老保険を活用した退職金準備は、従業員全員を対象とするなど一定の要件を満たせば、保

険料の１／２を必要経費に算入でき、弔慰金や退職金の確実な資金準備ができる。 

３．企業型確定拠出年金は、事業主が負担する従業員の掛金は全額必要経費に算入でき、運用リ

スクは従業員が負担する。 

４．中小事業主掛金納付制度（ｉＤｅＣｏ＋）は、加入者掛金と事業主掛金の合計額が、１人当

たり月額５,０００円～２７,５００円の範囲で設定する。 
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（問題１５） 
 

（設問Ｂ）倉田さんは、２０２５年１月に現在の事務所を法人組織（法人名：株式会社ＬＺ設計事務所、

以下「ＬＺ社」という）に変更し、個人で加入している生命保険契約を下記＜資料＞のとお

りＬＺ社名義に変更する予定である。名義変更時の経理処理等に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

保険種類：定期保険 

保険期間：５０年 

契約形態：保険契約者（保険料負担者）および死亡保険金受取人 ＬＺ社 

被保険者 倉田さん 

契約日：２０２０年１月１日（倉田さん４０歳） 

死亡保険金：５,０００万円 

年間保険料：９８万円 

名義変更時：① 名義変更時までに支払われた保険料合計額 ４９０万円 

② 名義変更時の解約返戻金相当額 ３１７万円（③を含まず） 

③ 積立配当金 ８万円 

 

１．解約返戻金相当額で有償譲渡する場合、ＬＺ社は３２５万円を損金に算入し、資産には計上

しない。 

２．解約返戻金相当額で有償譲渡する場合、倉田さん個人については、既払込保険料合計額が解

約返戻金相当額および積立配当金の合計額を超えるため課税されない。 

３．無償譲渡する場合、ＬＺ社は３１７万円を保険料積立金として、８万円を配当金積立金とし

てそれぞれ資産計上し、その合計額を雑収入として益金に算入する。 

４．無償譲渡する場合、倉田さん個人について課税関係は発生しない。 
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（問題１６） 
 

（設問Ｃ）法人成りしたＬＺ社は従業員退職金の財源準備方法として、下記＜資料＞の従業員全員加入

の６０歳満了養老保険（無配当）福利厚生プラン（１／２養老保険、ハーフタックスプラン）

を検討した。仮に加入から１０年後に従業員の山本さんが死亡により退職する場合、山本さ

んの死亡退職金支給に係るＬＺ社の一連の経理処理として、最も適切なものはどれか。なお、

保険料は１０年分支払い、保険料の未経過分に相当する返還金はないものとする。また、源

泉徴収については考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

保険種類：養老保険（無配当） 

保険契約者・満期保険金受取人：ＬＺ社 

被保険者：従業員全員 

死亡保険金受取人：被保険者の遺族 

保険期間：各被保険者の６０歳満期 

保険料払込期間：各被保険者の６０歳払込満了 

山本さんに係る死亡保険金額：３００万円 

山本さんに係る年払保険料：１０６,０００円 

※山本さんは３０歳で加入するものとする。 

※山本さんの退職金規程での死亡退職金予定額は５００万円とする。 

※退職金規程では、養老保険の死亡保険金は死亡退職金に充当し、中小企業退職金共済制度から支

払われる１２６万円は退職金に充当するものとする。 

 

 

１． 借方 貸方 

雑損失       ５３０,０００円 

退職金     ５,０００,０００円 

保険料積立金    ５３０,０００円 

現金・預金     ７４０,０００円 

雑収入     ４,２６０,０００円 

 

２． 借方 貸方 

雑損失       ５３０,０００円 

退職金     ３,７４０,０００円 

保険料積立金    ５３０,０００円 

現金・預金     ７４０,０００円 

雑収入     ３,０００,０００円 

 

３． 借方 貸方 

雑損失       ５３０,０００円 

退職金     ２,０００,０００円 

保険料積立金    ５３０,０００円 

現金・預金     ７４０,０００円 

雑収入     １,２６０,０００円 

 

４． 借方 貸方 

雑損失       ５３０,０００円 

退職金       ７４０,０００円 

保険料積立金    ５３０,０００円 

現金・預金     ７４０,０００円 
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問６ 

 工藤遼太郎さん（以下「遼太郎さん」という）は、自身の定年が近づいてきたことから、老後の生活

設計についてＣＦＰ認定者に相談しました。以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の

中から１つ選んでください。 

 

［家族構成］ 

氏名 続柄 備考 

工藤 遼太郎 本人 会社員 

［状況等］ 

・ 遼太郎さんは未婚である。 

・ 遼太郎さんはＨＷ株式会社（以下「ＨＷ社」という）に勤務しており、そのほかに子会社で

あるＨＺ株式会社の取締役となっている。２０２５年中に定年退職を迎え、両社から同年中

に退職一時金が支給される予定である。 

・ ＨＷ社において、病気のため１年６ヵ月間休職をしたことがある。 

 

＜資料＞ 
 

［ＨＷ株式会社 従業員退職金規程］ 

第１条（適用範囲） 

１．この規程は、就業規則の規程に基づき従業員の退職金について定めたものである。 

２．この規程による退職金制度は、会社に雇用され勤務する正社員に適用する。パートタイマー・

アルバイトなど就業形態が特殊なものについては対象外とする。 

第２条（退職金の支給要件） 

１．退職金は満３年以上勤務した従業員が次の各号の一つに該当する事由により退職した場合に支

給する。 

① 定年により退職したとき 

② 在職中死亡したとき 

③ 会社の都合により退職したとき 

④ 自己の都合により退職したとき 

２．この規程において会社都合退職とは第１項１号から３号までをいう。 

第３条（基本退職金の計算） 

１．基本退職金は退職時点における本人の持ち点に１点当たりの単価を乗じて算出する。 

２．前項の１点当たりの単価は１０,０００円とする。ただし、社会情勢の変動に応じ、この単価

を改定する場合がある。 

第４条（基本退職金の加減率） 

 基本退職金の退職事由別加減率は次のとおりとする。 

１．会社都合による退職の場合は基本退職金満額を支給する。 

２．自己都合による退職の場合は別表１に定める率を適用する。 

第５条（算出金額の端数処理） 

 この規程による退職金の算出金額に１０,０００円未満の端数が生じたときは、これを１０,０００

円に切り上げる。 
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第６条（控除） 

 退職金の支給に際しては、法令に定めるほか、支給を受ける者が会社に対して負う債務を控除す

る。 

第７条（支払の時期および方法） 

 退職金は、退職の日から３０日以内に支給対象者の指定する金融機関口座への振込みにより支

払う。中小企業退職金共済制度から支払われる金額がある場合は、退職金支給額から中小企業退職

金共済制度からの支給額を差し引いた金額を振込みにより支払う。 

第８条（遺族の範囲および順位） 

 本人死亡のときの退職金を受ける遺族の範囲および順位は、労働基準法施行規則第４２条から第

４５条までに定めるところによる。 

第９条（退職金の不支給） 

 次の各号の一つに該当するものには、退職金を支給しない。 

① 就業規則に定める懲戒規程に基づき懲戒解雇された者 

② 退職後、支給日までの間において在職中の行為につき懲戒解雇に相当する事由が発見された者 

第１０条（持ち点の付与） 

１．会社は毎年４月１日に直前の計算期間の勤続ポイントおよび資格ポイントを従業員に付与し、

その時点の持ち点に加算する。退職時点における本人の持ち点とは、持ち点に、持ち点加算時

点から退職時点までの勤続期間に応じた勤続ポイントおよび資格ポイントを付与したものとする。 

２．勤続ポイントは別表２に定める。 

３．資格ポイントは別表３に定める。 

第１１条（付与点の計算期間） 

１．付与点の計算期間は４月から翌年の３月までの期間とする。 

２．一計算期間の中で勤続１年に満たない期間は、一計算期間を月数按分にて計算する。計算期間

中途における退職および資格変更のときも同様とする。 

３．前項の場合、１ヵ月に満たない期間は切り捨てる。 

４．正社員以外での勤続期間は含めない。 

５．休職期間については会社が特別に認めたとき以外は勤続期間としない。また、育児・介護休業

期間も勤続期間としない。 

６．毎年の付与すべき点数に端数が出た場合は、勤続ポイントおよび資格ポイント合計の小数点以

下を切り上げる。 

第１２条（改定） 

 この規程は会社の経営状況および社会情勢の変化等により必要と認めたときは、支給条件・支給

水準を見直すことがある。 

 

［別表１ 基本退職金自己都合支給率表］ 

勤続年数 支給率 

３年未満   ０％ 

３年以上５年未満  ３０％ 

５年以上１０年未満  ５０％ 

１０年以上２０年未満  ８０％ 

２０年以上 １００％ 
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［別表２ 勤続ポイント表］ ［別表３ 資格ポイント表］ 

勤続年数 付与点 勤続年数 付与点  資格 付与点 

 １  ０ １３ １８  副店長  ６ 

 ２  ６ １４ １８  店長 １２ 

 ３  ６ １５ １８  部長 １８ 

 ４ １２ １６ １８    

 ５ １２ １７ １８    

 ６ １２ １８ １８    

 ７ １２ １９ １８    

 ８ １２ ２０ ２４    

 ９ １２ ２１ ２４    

１０ １８ ２２ ２４    

１１ １８ ２３ ２４    

１２ １８ ２４ ２４    

 

（問題１７） 
 

（設問Ａ）遼太郎さんの同僚である、ＨＷ社従業員の宮本さん（３４歳）は、２０２４年１０月８日に

帰省中の交通事故により死亡した。下記＜条件＞に基づき計算した宮本さんの退職金の額と

して、正しいものはどれか。 

 

＜条件＞ 
 

入社日等：２００８年４月１日にアルバイトとして入社 

２０１０年４月１日に正社員へ登用 

資格：２０１４年４月１日から２０２０年３月３１日まで副店長 

２０２０年４月１日から死亡時まで店長 

その他：従業員退職金規程第６条に定める「債務」、第９条に定める「退職金の不支給」、第１１条

第５項に定める「休職期間」「育児・介護休業期間」に該当する事由はないものとする。 

 

１．１８３万円 

２．２１９万円 

３．２７３万円 

４．３０９万円 
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（問題１８） 
 

（設問Ｂ）ＣＦＰ認定者は、遼太郎さんに老後の生活資金についての一般的な考え方を説明した。次

の説明の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。

なお、計算結果は表示単位の小数点以下第２位を四捨五入すること。 

 

定年後の生活資金は現役時代と大きく変わります。実収入から税金や社会保険料などの非消費支出

を差し引いたものが（ ア ）ですが、定年後は収入が減るため、（ ア ）に対する消費支出の

割合である（ イ ）が１００％を超えることを想定する必要があります。 

世帯主が６５歳以上の単身無職世帯の家計を見ると、下図のとおり、（ ア ）が約１１.５万円に

対し、消費支出は約１４.５万円で、約３.０万円不足しており、（ イ ）は（ ウ ）となって

いることがわかります。 

 

このように、定年後は財産の形成というより、財産を取り崩すことが生活の中心になります。 

また、定年後の生活では、不要になる支出がある一方で、新たに発生する支出があることにも注意

しましょう。 

 

（出所）総務省統計局の「家計調査年報（家計収支編）」で公表された２０２３年の高齢単身無職世帯

の家計収支の状況を基に作成 

 

１．（ア）可処分所得 （イ）平均消費性向 （ウ）１２６.８％ 

２．（ア）可処分所得 （イ）限界消費性向 （ウ）１３７.５％ 

３．（ア）基本生活費 （イ）限界消費性向 （ウ）１２６.８％ 

４．（ア）基本生活費 （イ）平均消費性向 （ウ）１３７.５％  

実収入 126,905円 
 

（ ア ）114,663円 

消費支出 145,430円 

社会保障給付 118,230円 

93.2％ 
不足分 

30,768円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.6％ 9.9％ 10.5％ 
21.2％ 

［11.0％］ 
10.4％ 

 

その他 6.8％ 
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（問題１９） 
 

（設問Ｃ）遼太郎さんは、退職金の課税関係について詳しく知りたいと思い、ＣＦＰ認定者に相談し

た。ＣＦＰ認定者が行った退職金の税務に関する次の説明のうち、最も不適切なものはど

れか。 

 

１．「病気により休職をした期間がある場合、休職期間が従業員退職金規程により退職金支給額

に反映されていなかったとしても、その期間は退職所得控除額を計算する際の勤続年数に

反映できます。」 

２．「同一年に２ヵ所から退職金を支給されたときは、それぞれの勤続期間のうち、最も長い期

間を勤続年数として計算し、もう一方の勤続期間のうちに最も長い期間と重複しない期間

があるときは、その重複しない期間は退職所得控除額を計算する際の勤続年数に加算でき

ます。」 

３．「個人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）の老齢給付金を全額一時金で受け取る場合、掛金を拠

出せずに運用指図者として積立金を運用している期間は、退職所得控除額を計算する際の

勤続年数に反映できます。」 

４．「ｉＤｅＣｏの老齢給付金を全額一時金で受け取った３年後に勤務先から退職金が支給される

場合、ｉＤｅＣｏに係る勤続期間と退職金に係る勤続期間に重複期間があるときは、勤務

先の勤続期間に基づき算出した退職所得控除額から、重複期間の年数に基づき算出した退

職所得控除額相当額を控除した金額が退職所得控除額となります。」 

 

  



 
2024年度第2回 リスクと保険 

31 リ ス ク と 保 険  ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 

（問題２０） 
 

（設問Ｄ）遼太郎さんは、退職金を活用して一時払いの個人年金保険の加入を検討している。そこで、

生命保険会社の健全性について詳しく知りたいと思い、加入を検討している生命保険会社の

ディスクロージャー資料から抜書きをしてＣＦＰ認定者に説明を求めた。ＣＦＰ認定者

が行った保険会社の経営の健全性を判断する指標に関する次の説明のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

 

＜遼太郎さんのメモ＞ 

ソルベンシー・マージン比率 ３,６４５.４％ 

エンベディッド・バリュー １,９８１億円 

実質純資産額   ６９９億円 

格付け ＡＡ－ 

 

１．「ソルベンシー・マージン比率が２００％を下回った場合には、監督当局によって早期是正

措置がとられます。遼太郎さんが加入を検討している保険会社に親会社があれば、そこが

発表している連結ソルベンシー・マージン比率も確認しておいた方がよいでしょう。」 

２．「エンベディッド・バリューとは、保険会社の企業価値を表す指標の一つであり、『修正純資

産』と『保有契約価値』を合計した額です。業界統一の技術的手法を用いて将来利益の不

確実性を反映させて算出しています。」 

３．「実質純資産額とは、実質資産負債差額ともいいます。時価ベースの資産の合計から、資本

性の高い負債を除いた負債の合計を差し引いて算出するもので、行政監督上の指標の一つ

です。」 

４．「格付けは、格付会社の意見であり、保険金の支払いなどの保証を行うものではありません。

このため同じ保険会社でも格付会社によっては格付けが異なる場合があります。また、同

じ格付会社の格付けでも『依頼格付け』と『勝手格付け』の２種類があり、性質が異なり

ます。」 
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（問題２１） 
 

（設問Ｅ）遼太郎さんがＨＱ生命保険株式会社から受け取っている生命保険契約等の年金の支払調書に

関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、問題の性質上、明らかにできな

い部分は「□□□」で示してある。 

 

＜資料＞ 
 

 

＜注意事項＞ 

◆「源泉徴収税額」は、法令に基づき、当社が一定税率で納めたものですので確定申告によって調

整されることになります。 

 

１．支払調書には、保険契約者および年金受取人両方のマイナンバーの記載が義務付けられている。 

２．上記＜資料＞の契約の場合、ＨＱ生命保険株式会社から支払われた金額は２１６万円である。 

３．上記＜資料＞の契約の場合、ＨＱ生命保険株式会社は、支払調書を所轄税務署に提出しなけ

ればならない。 

４．上記＜資料＞の契約の場合、毎年受け取る年金から所得税が源泉徴収される。 

 

  

令和 ６ 年分 生命保険契約等の年金の支払調書 

支払を 

住 所 又 は 
居 所 

氏 名 

年金の種類 年 金 の 支 払 金 額 

個人番号 

年金の支払金額に対応 
する保険料又は掛金額 

差 引 金 額 源 泉 徴 収 税 額 

千  円 千  円 千  円 千  円 

千  円 

契約者 
又は所在地 

相 続 等 

生 命 保 

険 年 金 

に 該 当 

年 金 の 支 払 開 始 日 残 存 期 間 
年 数 

支 払 開 始 日 
年 齢 

支 払 期 間 
年 数 

保 証 期 間 
年 数 

氏名又は 
名 称 

法人番号 

年  月  日 
年 歳 年 年 

千  円 

支 払 総 額 又 は 
支 払 総 額 見 込 額 

支 払 総 額 等 の う ち に 保 険 料 
又 は 掛 金 額 の 占 め る 割 合 

年金に係る権利について相続税法 
第24条の規定により評価された額 

％ 

工藤 遼太郎 

３ ６００ ０００ １ ４４０ ０００ ２ １６０ ０００ 

工藤 遼太郎 

確定年金 
 □□□ □□□ 
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問７ 

 神奈川県内で非上場の株式会社ＮＺ（以下「ＮＺ社」という）を経営する別所徹さん（以下「徹さん」

という）は、生命保険を活用した相続対策について、ＣＦＰ認定者に相談しました。以下の設問Ａ～

Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

［親族関係図］ 

 

 

［状況等］ 

・ ＮＺ社は、役員３名、従業員２５名の株式会社で、徹さんが代表取締役社長、長男の隆史さ

んが取締役となっている。なお、徹さんは隆史さんにＮＺ社の経営を継いでもらいたいと考

えている。 

・ 妻の真紀さんは専業主婦で、ＮＺ社の経営には関与していない。 

・ 二男の博司さんは、東京都内で商社に勤めており、ＮＺ社に入社する予定はない。 

・ 三男の智也さんは、自身で起業して会社経営をしており、ＮＺ社と取引関係はない。 

・ ＮＺ社に係る連帯保証人は徹さんのみである。 

・ 徹さんの相続発生時には、法定相続人以外で相続または遺贈により財産を取得する者はいな

いものとする。 

 

［徹さんの資産内容（相続税評価額であり、生命保険契約を除く）］ 

自宅（土地・建物）：６,０００万円 

※土地は小規模宅地等の特例適用後の相続税の課税価格に算入される価額 

ＮＺ社自社株：２４,０００万円（徹さんの保有株は発行済株式総数の１００％） 

預貯金：６,０００万円 

有価証券等：８,０００万円 

その他の財産：２,０００万円 

※徹さんの住所および保有する財産は、日本国内にあるものとする。 

  

 孫 正樹（６歳） 

 妻 真紀（６２歳） 

 別所 徹（６４歳）  妻 友美（３４歳） 

 長男 隆史（３８歳） 

 二男 博司（３５歳） 

 妻 理恵（２９歳） 

 三男 智也（３０歳） 

 孫 弘道（３歳） 
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［生命保険契約一覧］ 

契約 
保険契約者 

（保険料負担者） 
被保険者 死亡保険金受取人 死亡保険金額 

① 

徹さん 
徹さん 

真紀さん  ３,０００万円 

② 隆史さん  ５,０００万円 

③ 博司さん  ４,０００万円 

④ ＮＺ社 ＮＺ社 １０,０００万円 

※ＮＺ社が受け取る死亡保険金のうち、１,０００万円を弔慰金（全額非課税）として支払い、残

額は死亡退職金として全額支払うものとする。 

 

［ＮＺ社の役員退職慰労金規程における死亡退職金の条文抜粋］ 
 

第●●条（死亡役員に対する死亡退職金等） 

 死亡した役員に対する死亡退職金・弔慰金は、労働基準法施行規則第４２条から第４５条に

基づき、配偶者を第一順位とし、配偶者のいない場合には子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹の

順位で支給するものとする。なお、該当者が複数いるときは代表者に対して支給するものとする。 

 

（問題２２） 
 

（設問Ａ）現時点で徹さんが死亡した場合に支払われる生命保険金および死亡退職金のうち、真紀さん

の相続税の課税対象額（非課税金額控除後の金額）として、正しいものはどれか。なお、す

べての相続人は相続を放棄しないものとする。 

 

１． ８,０００万円 

２． ９,０００万円 

３． ９,５００万円 

４．１０,５００万円 
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（問題２３） 
 

（設問Ｂ）ＣＦＰ認定者は、徹さんの死亡に備えた相続対策（１次相続対策）だけでなく、真紀さん

の死亡に備えた相続対策（２次相続対策）も重要であることを徹さんに説明し、下記のよう

な終身保険の契約形態を提案した。生命保険を活用した２次相続対策に関する次の記述のう

ち、最も不適切なものはどれか。 

 

＜終身保険の契約形態＞ 

契約 
保険契約者 

（保険料負担者） 
被保険者 死亡保険金受取人 備考 

① 徹さん 真紀さん 徹さん （注１） 

② 隆史さん 真紀さん 隆史さん  

③ 真紀さん 真紀さん 隆史さん （注２） 

（注１）保険料を全期前納で支払うものとする。また、加入後、徹さんが真紀さんよりも先に死亡した

場合、保険契約者を真紀さん、死亡保険金受取人を隆史さんに変更するものとする。 

（注２）徹さんから真紀さんに保険料相当額を毎年適正に贈与する方法により加入し、徹さんが死亡し

た時点より、保険契約者を隆史さんに変更するものとする。 

 

１．契約①に加入後、徹さんが死亡し、その後、真紀さんが死亡したときに隆史さんが受け取る

死亡保険金は、全額が相続税の課税対象となる。 

２．契約①に加入後、徹さんが真紀さんよりも先に死亡した場合、前納保険料の返還額を除く相

続時の解約返戻金相当額が本来の相続財産として相続税の課税対象となる。 

３．徹さんから隆史さんに保険料相当額を毎年適正に贈与する方法により契約②に加入後、徹さ

んが死亡し、その後、真紀さんが死亡したときに隆史さんが受け取る死亡保険金は、全額が

所得税（一時所得）の課税対象となる。 

４．契約③に加入後、徹さんが死亡し、その後、真紀さんが死亡したときに隆史さんが受け取る

死亡保険金は、真紀さんが払い込んだ保険料と隆史さんが払い込んだ保険料の割合に死亡保

険金を按分し、真紀さんが払い込んだ保険料部分が相続税、隆史さんが払い込んだ保険料部

分が所得税（一時所得）の課税対象となる。 

 

  



 
2024年度第2回 リスクと保険 

37 リ ス ク と 保 険  ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 

（問題２４） 
 

（設問Ｃ）ＣＦＰ認定者が博司さんに説明した相続放棄の留意点に関する次の記述のうち、最も適切

なものはどれか。 

 

１．「博司さんが相続放棄をした後に生命保険金を受け取った場合、その生命保険金は受取人固

有の財産となりますが、相続財産の処分に当たるため、相続を単純承認したことになりま

す。」 

２．「博司さんが相続放棄をしても、徹さんのＮＺ社に係る連帯保証債務は引き継ぐことになり

ます。」 

３．「博司さんが相続放棄をしても、生命保険金の非課税限度額は相続放棄をしなかったものと

して計算しますが、博司さんが受け取る生命保険金に非課税の適用はありません。」 

４．「博司さんが相続放棄を予定しているのであれば、家庭裁判所において徹さんの生前に相続

放棄の手続きを行うこともできます。」 

 

（問題２５） 
 

（設問Ｄ）徹さんは、後継者である長男の隆史さんに会社に関わる個人資産をすべて相続させようと考

えているが、その場合、二男の博司さんや三男の智也さんが財産分割への不公平を感じない

か心配している。そこで、ＣＦＰ認定者は、生命保険契約等を活用した代償分割による解

決策を提案した。代償分割に関する次の説明のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．「代償交付金の準備を目的とした生命保険契約の場合、被保険者を徹さん、死亡保険金受取

人を隆史さんとする必要がありますが、保険契約者（保険料負担者）については徹さんと

隆史さんのいずれでもかまいません。」 

２．「隆史さんが現金の代わりに保有する上場株式を代償交付した場合、その株式の取得価額と

時価の差額が所得税および住民税の課税対象となります。」 

３．「代償交付金を分割払いとする場合は家庭裁判所の許可は不要ですが、支払いが滞るリスク

があるため、遺産分割協議書に支払条件について明記しておくことが望ましいです。」 

４．「代償分割の内容を遺産分割協議書に明記することにより、相続人が受け取った代償財産は

贈与税および相続税の課税対象となりません。」 
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（問題２６） 
 

（設問Ｅ）徹さんは、財産移転を進めながら万一の死亡に備えるため、生命保険料相当額を孫である正

樹さんと弘道さんの２人に毎年贈与したいと考えており、ＣＦＰ認定者に相談した。生前

贈与の留意点に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、保険契約者＝保険

料負担者とする。 

 

１．徹さん名義の銀行口座から受贈者名義の銀行口座に保険料相当額を振り込んだうえで、受贈

者名義の銀行口座の預金通帳と届出印鑑を親権者である隆史さんが保管しておく。 

２．正樹さん、弘道さんに対して基礎控除額を超える贈与を行う場合は、徹さんが贈与税の申

告・納税を行う。 

３．贈与された保険料相当額で正樹さん、弘道さんが契約した生命保険契約の保険料については、

徹さんの生命保険料控除の対象となる。 

４．徹さんが死亡した場合、正樹さんと弘道さんが受け取った生命保険料相当額は相続税の課税

価格に加算される。 
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問８ 

 株式会社ＴＳ（以下「ＴＳ社」という）は、ここ数年受注が拡大し、業績を順調に伸ばしています。

ＴＳ社の設立時より代表取締役社長である井川社長は、業績が好調なこのタイミングで、役員保障の見

直しを検討しており、事業保障および役員退職金等についてＣＦＰ認定者に相談しました。以下の設

問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

［会社概要］ 

業種：食料品製造業 

設立：２００９年４月１日 

資本金：１,０００万円 

従業員数：２５名 

 

［家族構成］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

井川 慶太 本人 ５５歳 代表取締役社長 

井川 祥子 妻 ５１歳 専業主婦 

井川 隼人 長男 ２５歳 ＴＳ社社員 

井川 弘明 二男 ２２歳 他企業にて勤務 

 

［会社決算状況］ 

・ 貸借対照表 ・ 損益計算書 

 自 ２０２３年４月 １日 
２０２４年３月３１日 （単位：千円） 至 ２０２４年３月３１日 （単位：千円） 

資産の部 負債の部  科目  

＜流動資産＞ 250,000 ＜流動負債＞ 120,000  売上高 700,000 

現金・預金 150,000 短期借入金 70,000  売上原価 480,000 

売掛金 70,000 買掛金 40,000  売上総利益 220,000 

受取手形 0 支払手形 0  販売費・一般管理費 190,000 

棚卸資産 20,000 その他 10,000  営業利益 30,000 

その他 10,000 ＜固定負債＞ 100,000  営業外収益 5,000 

＜固定資産＞ 250,000 長期借入金 91,000  営業外費用 5,000 

有形固定資産 200,000 その他 9,000  経常利益 30,000 

土地 30,000 純資産の部  特別利益 0 

建物 100,000 ＜株主資本＞ 280,000  特別損失 0 

機器・備品 70,000 資本金 10,000  税引前当期純利益 30,000 

投資その他の資産 50,000 資本剰余金 2,000  法人税等 9,000 

保険料積立金 28,000 利益剰余金 268,000  当期純利益 21,000 

その他 22,000      

合計 500,000 合計 500,000    
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＜資料＞ 
 

［役員退職金規程］ 

第１条（総則） 

 当社の取締役または監査役（以下「役員」という）が退職したとき、または役掌が大きく変更し

たときは、株主総会の決議を経て退職慰労金を支給することができる。 

第２条（目的） 

 この規程は、役員の退職または法人税基本通達による分掌変更等の場合に、一時金および分割払

いによる支給を行い、もって役員在任期間中の功労に報い、退職後における役員または遺族の生活

の安定に寄与する目的とする。 

第３条（適用の範囲） 

 この規程は、全役員に適用する。ただし、次の各項のいずれかに該当する場合は、役員退職慰労

金を減額または支給しないことがある。 

１．退職に当たり、所定の手続きおよび事務処理等をなさず、会社業務の運用に支障をきたす場合。 

２．退職に当たり、会社の信用を傷つけ、または在任中知り得た会社の機密を漏らすことによって、

会社に損害を与えるおそれのある場合。 

３．在任中不都合な行為があり、役員を解任された場合。 

４．その他前各項に準ずる行為があり、取締役会で減額ないし不支給を適当と認めた場合。 

第４条（算定基準） 

１．退職慰労金の算定は、退任時最終報酬月額に役員在任年数を乗じ、退任時役位別倍率を乗じて

算出した額の合計額とする。ただし、算定額に万円未満の端数がある場合は万円単位に切り上

げる。 

２．役位に変更がある場合には、役員在任中の最高位をもって最終役位とする。 

役位別倍率 

代表取締役社長 ３.０ 専務取締役 ２.５ 常務取締役 ２.０ 

取締役 １.５ 監査役 １.５   
 

第５条（在任期間） 

 役員在任年数は１ヵ年を単位とし、端数は月割とする。ただし、１ヵ月未満は１ヵ月に切り上げる。 

第６条（功績加算） 

 在任中に特に功績顕著と認められる役員に対しては、第４条により算定される退職慰労金額にそ

の３０％を超えない額を限度として、加算することがある。 

第７条（弔慰金） 

 任期中に死亡したときは、次の金額を死亡退職金とは別に弔慰金として支給する。 

業務上の死亡の場合：死亡時の報酬月額×３６ヵ月 

業務外の死亡の場合：死亡時の報酬月額×６ヵ月 

第８条（支給時期） 

 退職慰労金・弔慰金の支給時期は原則として株主総会の決議または承認後１ヵ月以内とする。 
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第９条（死亡役員に対する死亡退職金等） 

１．死亡した役員に対する死亡退職金・弔慰金は、役員が指定した遺族に支給する。 

２．遺族が指定されていないときは、配偶者を第一順位とし、配偶者のいない場合には子、父母、

孫、祖父母、兄弟姉妹の順位とする。なお、該当者が複数いるときは代表者に対して支給する

ものとする。 

第１０条（生命保険契約の締結） 

１．会社は退職慰労金・弔慰金の支払いに際し、一時的な資金負担を軽減するため、役員を被保険

者とする生命保険契約を締結する。 

２．役員が退職したときは退職慰労金の全部または一部として、この保険契約上の名義を退職役員

に変更のうえ、保険証券を交付することがある。 

３．新任の役員については、就任後速やかに加入手続きをとるものとする。 

第１１条（使用人兼務役員の取扱い） 

 この規程により支給する退職慰労金には、使用人兼務役員に対し使用人として支給すべき退職給

与を含まない。 

第１２条（規程の改正） 

 この規程は、改定権を有する取締役会の決議をもって随時改正することができる。 

第１３条（その他） 

 本規程に定めなき事項については、取締役会で協議決定する。 

第１４条（施行日） 

 この規程は、２００９年４月１日より施行し、施行後に退職する役員に対して適用する。 

 

（問題２７） 
 

（設問Ａ）井川社長は将来、長男の隼人さんを代表取締役社長として選任し、自身は２０３４年３月

３１日に代表取締役社長を退任して退職金を受け取る予定である。その後５年間、非常勤取

締役として勤務し、２０３９年３月３１日に完全退職することを考えている。代表取締役社

長退任時の退職慰労金および非常勤取締役退任時の退職慰労金の合計額として、正しいもの

はどれか。なお、解答に当たっては、下記＜条件＞を参照すること。 

 

＜条件＞ 
 

・ 代表取締役社長退任時の報酬月額は１００万円、非常勤取締役退任時の報酬月額は４０万円と

する。 

・ 代表取締役社長退任時の退職慰労金に１０％の功績加算があるものとする。 

・ 代表取締役社長として２５年、非常勤取締役として５年務めたものとする。 

 

１．７,８００万円 

２．８,２５０万円 

３．８,５５０万円 

４．８,８５０万円 
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（問題２８） 
 

（設問Ｂ）井川社長は、事業に携わっていない妻の祥子さんのために、下記＜資料＞の収入保障保険に

加入することを検討している。２０２４年１２月に加入し、１０年後の２０３４年４月に井

川社長が死亡し、２０３６年４月に３回目の年金を受け取った場合、祥子さんの２０３６年

分の所得税の雑所得の金額として、正しいものはどれか。なお、必要経費の計算過程におい

て端数が生じた場合は、小数点以下第３位を切り上げ、第２位まで算出することとする。ま

た、他に雑所得はないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

保険種類：収入保障保険 

契約形態：保険契約者（保険料負担者）・被保険者＝井川社長 

収入保障保険受取人＝祥子さん 

年金支払回数：５回 

年金年額：３６０万円（内訳：基本年金および増加年金合計で３６０万円、配当金０円） 

既払込正味保険料総額：３３０万円 

年金受給権の相続税評価額：１,７６４万円 

 

＜参考式＞ 
 

① 相続税評価割合＝相続税評価額÷年金の支払総額または支払総額見込額 

② 
相続税評価割合が５０％超の場合の

総収入金額算入額（課税部分）  
＝一課税単位当たりの金額（※ａ）×経過年数（※ｂ） 

※ａ 一課税単位当たりの金額＝年金の支払総額×課税割合（※ｃ）÷課税単位数（※ｄ） 

※ｂ 経過年数とは、年金の支払開始日からその支払いを受ける日までの年数（１年未満の端

数切捨て）をいう。 

※ｃ 相続税評価割合に応じて課税割合を定める。 

※ｄ 課税単位数＝残存期間年数（※ｅ）×（残存期間年数－１年）÷２ 

※ｅ 残存期間年数とは、居住者に係る年金の支払開始日におけるその年金の残存期間に係る

年数（１年未満の端数切上げ）をいう。 

③ 必要経費の金額＝②×（既払込正味保険料総額÷年金の支払総額） 

④ 雑所得の金額＝②－③ 

 

＜課税割合＞ 

相続税評価割合 課税割合 相続税評価割合 課税割合 相続税評価割合 課税割合 

５０％超 ５５％以下 ４５％ ７５％超 ８０％以下 ２０％ ９２％超 ９５％以下 ５％ 

５５％超 ６０％以下 ４０％ ８０％超 ８３％以下 １７％ ９５％超 ９８％以下 ２％ 

６０％超 ６５％以下 ３５％ ８３％超 ８６％以下 １４％ ９８％超 ０％ 

６５％超 ７０％以下 ３０％ ８６％超 ８９％以下 １１％ － － 

７０％超 ７５％以下 ２５％ ８９％超 ９２％以下  ８％ － － 

  



 
リスクと保険 2024年度第2回 

44 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 リ ス ク と 保 険 

１．     ０円 

２．５８,３２０円 

３．７２,０００円 

４．８７,４８０円 

 

（問題２９） 
 

（設問Ｃ）ＣＦＰ認定者は、井川社長に役員退職慰労金の資金準備と事業保障資金の必要額を補うた

めに定期保険への加入を提案した。下記＜資料＞に基づき、ＴＳ社が定期保険に加入した場

合、保険期間の開始の日から１３年を経過する日における保険料支払時のＴＳ社の経理処理

として、正しいものはどれか。なお、計算過程で生じた円未満の端数は切り捨てるものとす

る。また、最高解約返戻率の到達時点およびその割合は、下記＜資料＞の数値等の範囲で判

定すること。 

 

＜資料＞ 
 

［ＴＳ社が加入を検討している生命保険］ 

保険種類：定期保険（無配当） 

保険契約者：ＴＳ社 

被保険者：井川社長（契約年齢５５歳） 

死亡保険金受取人：ＴＳ社 

死亡保険金額：１億円 

保険期間：１００歳満了 

保険料払込期間：１００歳（全期払い） 

年払い保険料：３,０２５,８００円 

 

［保険料累計額と解約返戻金額の推移］ （金額の単位：千円） 

経過年数 年齢 保険料累計額 解約返戻金額 解約返戻率 

 ３年 ５８歳 ９,０７７,４００ ６,５４０,０００ ７２.０％ 

 ８年 ６３歳 ２４,２０６,４００ ２０,０５０,０００ ８２.８％ 

１３年 ６８歳 ３９,３３５,４００ ３３,３５０,０００ ８４.８％ 

１８年 ７３歳 ５４,４６４,４００ ４７,２３０,０００ ８６.７％ 

２３年 ７８歳 ６９,５９３,４００ ５９,３３０,０００ ８５.３％ 

２８年 ８３歳 ８４,７２２,４００ ６９,１１０,０００ ８１.６％ 

３３年 ８８歳 ９９,８５１,４００ ７５,８８０,０００ ７６.０％ 

３８年 ９３歳 １１４,９８０,４００ ７７,１１０,０００ ６７.１％ 

４３年 ９８歳 １３０,１０９,４００ ５１,５５０,０００ ３９.６％ 
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１． 借方 貸方 

支払保険料     ６６４,７６９円 

前払保険料   ２,３６１,０３１円 

現金・預金   ３,０２５,８００円 

 

２． 借方 貸方 

支払保険料   １,１８９,４４２円 

前払保険料   １,８３６,３５８円 

現金・預金   ３,０２５,８００円 

 

３． 借方 貸方 

支払保険料   １,２１０,３２０円 

前払保険料   １,８１５,４８０円 

現金・預金   ３,０２５,８００円 

 

４． 借方 貸方 

支払保険料   １,８１５,４８０円 

前払保険料   １,２１０,３２０円 

現金・預金   ３,０２５,８００円 

 

（問題３０） 
 

（設問Ｄ）井川社長は、事業保障資金の必要額を生命保険の死亡保険金で準備したいと考えており、

ＣＦＰ認定者に相談した。下記＜前提条件＞に基づき、法人税等控除後でも、最低限必要

な事業保障資金を確保できる金額として、正しいものはどれか。 

 

＜前提条件＞ 
 

（１）事業保障資金の必要額は、次の①から③までの合計額とする。 

① 流動負債は売掛金で相殺するものとし、この差額 

② 井川社長は長男の隼人さんを後継者にしたいため、隼人さんに連帯保証債務を残したく

ないと思っている。長期借入金については井川社長が連帯保証人になっているため、こ

の額 

③ 井川社長が急逝した場合の当面の運転資金として、販売費・一般管理費の３ヵ月分の額 

（２）死亡保険金は全額が益金になるものとし、法人税等の実効税率を３５％とする。 

（３）計算結果については、百万円未満は切り上げるものとする。 

 

１．１億８,８５０万円 

２．２億９,０００万円 

３．  ５億９２４万円 

４．５億３,８５８万円 
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問９ 

 損害保険の制度と仕組みに関する以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。 

 

（問題３１） 
 

（設問Ａ）損害保険契約者保護機構（以下「保護機構」という）に関する次の記述のうち、正しいもの

はどれか。 

 

１．保護機構は、破綻した損害保険会社の救済保険会社が現れる見込みがないときは、保護機構

自身が保険契約の引受けを行うほか、保護機構が子会社として承継保険会社を設立すること

により、保険契約の継続を図る。 

２．少額短期保険業者が引き受けた保険契約は、保護機構の補償の対象となる。 

３．マンション管理組合が契約する火災保険において、損害保険会社が破綻して３ヵ月以内に発

生した保険事故の場合、保護機構による保険金支払いの補償割合は８０％である。 

４．個人が契約する自動車損害賠償責任保険において、損害保険会社が破綻して３ヵ月以上経過

してから発生した保険事故の場合、保護機構による保険金支払いの補償割合は８０％である。 

 

（問題３２） 
 

（設問Ｂ）損害保険に関連した紛争解決機関に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．一般社団法人日本損害保険協会内の「そんぽＡＤＲセンター」では、顧客と損害保険会社と

の間の紛争解決の支援を行っているが、共済契約に関する紛争解決手続きは対象とならない。 

２．一般社団法人保険オンブズマンでは、顧客と損害保険代理店との間で生じた紛争について取

り扱っている。 

３．公益財団法人交通事故紛争処理センターでは、自分が契約している損害保険会社との間に生

じた人身傷害保険などの保険金の支払いに関する紛争については取り扱っていない。 

４．一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構では、物損事故に関する紛争については取り扱っ

ていない。 
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（問題３３） 
 

（設問Ｃ）保険料の算定に関する次の（ア）～（エ）の事例と、それぞれに最も関連が深い用語の組み

合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

（ア）ＭＡ保険会社の取り扱う企業向けの賠償責任保険では、想定よりも保険金支払いの少ない状況が

続いているため、来年度から保険料を引き下げることとなった。 

（イ）所得補償保険の保険料は、職種に応じ区分されており、職業の危険度の高低により保険料が設定

されている。 

（ウ）ＭＹ保険会社は、サイバーリスクに対応する保険の開発に際し、蓄積された過去の多くの事例を

基に、損害の発生頻度や規模を想定し保険料を設定した。 

（エ）山田さんは、ＭＴ保険会社の火災保険の新規申込み時、再調達価額で保険金額を決定する際に、

建物評価額よりも高く設定したいと希望したが、代理店から現時点の評価額に基づいた保険金額

としなければならないと説明を受けた。 

 

１．（ア）収支相等の原則 

（イ）給付・反対給付均等の原則（公平の原則） 

（ウ）大数の法則 

（エ）利得禁止の原則 

２．（ア）給付・反対給付均等の原則（公平の原則） 

（イ）収支相等の原則 

（ウ）利得禁止の原則 

（エ）大数の法則 

３．（ア）大数の法則 

（イ）利得禁止の原則 

（ウ）給付・反対給付均等の原則（公平の原則） 

（エ）収支相等の原則 

４．（ア）収支相等の原則 

（イ）利得禁止の原則 

（ウ）大数の法則 

（エ）給付・反対給付均等の原則（公平の原則） 

 

  



 
リスクと保険 2024年度第2回 

48 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 リ ス ク と 保 険 

問１０ 

 損害保険の保険金等に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選ん

でください。 

 

（問題３４） 
 

（設問Ａ）会社員の長谷川さんは、２０２４年６月１０日に横断歩道を歩行中に脇見運転をしていた自

動車にひかれて病院へ搬送されたが、事故日の当日に死亡した。下記＜条件＞に基づき、

＜資料＞の自賠責保険支払基準を用いて算出した長谷川さんの死亡による損害額として、正

しいものはどれか。ただし、生涯を通じて【別表Ⅲ】の全年齢平均給与額（平均月額）の年

相当額を得られる蓋然性が認められるものとする。なお、解答に当たっては、万円未満を切

り上げ、万円単位とする。 

 

＜条件＞ 
 

［長谷川さんについて］ 

性別・年齢：男性・３７歳（死亡時） 

年収（事故前１年間）：５６０万円（立証済み） 

本人の生活費：立証困難 

葬儀費用：実費１３０万円 

長谷川さんの過失：なし 

遺族：妻と子ども１人の計２人（いずれも長谷川さんの被扶養者） 

 

＜資料＞ 
 

［自賠責保険支払基準（抜粋）］ 

第１～第３－省略－ 

第４ 死亡による損害 

 死亡による損害は、葬儀費、逸失利益、死亡本人の慰謝料及び遺族の慰謝料とする。 

 後遺障害による損害に対する保険金等の支払の後、被害者が死亡した場合の死亡による損害について、

事故と死亡との間に因果関係が認められるときには、その差額を認める。 

１ 葬儀費 

葬儀費は、１００万円とする。 

２ 逸失利益 

（１）逸失利益は、次のそれぞれに掲げる年間収入額又は年相当額から本人の生活費を控除した額に死

亡時の年齢における就労可能年数のライプニッツ係数【別表Ⅱ－１】を乗じて算出する。ただし、

生涯を通じて全年齢平均給与額【別表Ⅲ】の年相当額を得られる蓋然性が認められない場合は、

この限りでない。 

① 有職者 

事故前１年間の収入額と死亡時の年齢に対応する年齢別平均給与額【別表Ⅳ】の年相当額のい

ずれか高い額を収入額とする。ただし、次に掲げる者については、それぞれに掲げる額を収入

額とする。 

ア ３５歳未満であって事故前１年間の収入額を立証することが可能な者 

事故前１年間の収入額、全年齢平均給与額の年相当額及び年齢別平均給与額の年相当額の

いずれか高い額。 
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イ 事故前１年間の収入額を立証することが困難な者 

（ア）３５歳未満の者 

全年齢平均給与額の年相当額又は年齢別平均給与額の年相当額のいずれか高い額。 

（イ）３５歳以上の者 

年齢別平均給与額の年相当額。 

ウ 退職後１年を経過していない失業者（定年退職者等を除く。）－省略－ 

②～③ －省略－ 

（２）－省略－ 

（３）生活費の立証が困難な場合、被扶養者がいるときは年間収入額又は年相当額から３５％を、被扶

養者がいないときは年間収入額又は年相当額から５０％を生活費として控除する。 

３ 死亡本人の慰謝料 

死亡本人の慰謝料は、４００万円とする。 

４ 遺族の慰謝料 

慰謝料の請求権者は、被害者の父母（養父母を含む。）、配偶者及び子（養子、認知した子及び胎児

を含む。）とし、その額は、請求権者１人の場合には５５０万円とし、２人の場合には６５０万円

とし、３人以上の場合には７５０万円とする。 

なお、被害者に被扶養者がいるときは、上記金額に２００万円を加算する。 

第５～附則－省略－ 
 

【別表Ⅱ－１】就労可能年数とライプニッツ係数表 

（１）－省略－ 

（２）１８歳以上の者に適用する表（抜粋） 

年齢（歳） 就労可能年数（年） 係数 

３４ ３３ ２０.７６６ 

３５ ３２ ２０.３８９ 

３６ ３１ ２０.０００ 

３７ ３０ １９.６００ 

３８ ２９ １９.１８８ 

３９ ２８ １８.７６４ 

４０ ２７ １８.３２７ 

 

【別表Ⅲ】全年齢平均給与額（平均月額） 

男 ４０９,１００円 女 ２９８,４００円 

 

【別表Ⅳ】年齢別平均給与額（平均月額）（抜粋） 

年齢（歳） 男（円） 女（円） 

３４ ３８６,３００ ２９９,３００ 

３５ ３９４,６００ ３０２,１００ 

３６ ４０３,０００ ３０４,８００ 

３７ ４１１,４００ ３０７,５００ 

３８ ４１８,８００ ３１０,１００ 

３９ ４２６,２００ ３１２,６００ 

４０ ４３３,５００ ３１５,１００ 

 

１．７,６４０万円 

２．８,２８５万円 

３．８,４８５万円 

４．８,５１５万円 
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（問題３５） 
 

（設問Ｂ）２つの住宅建物（同一敷地内にない）を所有する杉山さんは、建物を保険の対象（保険の目

的）として、それぞれＡＸ社およびＡＹ社と火災保険を契約している。過日、台風による強

風で杉山さんの２つの建物とも損害を受けた。杉山さんに支払われる損害保険金の合計額と

して、正しいものはどれか。なお、解答に当たっては、下記＜資料１＞＜資料２＞を参照し、

費用保険金等については考慮しないものとする。 

 

［杉山さんの火災保険の契約内容］ 

保険会社 保険種類 保険の対象 保険価額 保険金額 

ＡＸ社 住宅火災保険 建物Ⅰ ２,０００万円 １,４００万円（免責金額なし） 

ＡＹ社 すまいの火災保険 建物Ⅱ １,６００万円 １,６００万円（免責金額２０万円） 

 

［損害状況］ 

保険会社 保険の対象 延床面積 損壊した床面積 損害額（修理費） 

ＡＸ社 建物Ⅰ １４５ｍ2 ６０ｍ2 ４００万円 

ＡＹ社 建物Ⅱ １００ｍ2 ４０ｍ2 ３００万円 

※損害額（修理費）はいずれも確定した金額である。 

※記載のない支出および修理に伴って発生した残存物はない。 

 

＜資料１＞ＡＸ社 
 

［住宅火災保険普通保険約款（抜粋）］ 

第１章 保険金の支払 

第１条（保険金を支払う場合） 

１ 当会社は、この約款に従い、次の各号のいずれかに該当する事故によって保険の目的について

生じた損害（消防または避難に必要な処置によって保険の目的について生じた損害を含みます。

以下同様とします。）に対して、損害保険金を支払います。 

（１）火災 

（２）落雷 

（３）破裂または爆発（「破裂または爆発」とは、気体または蒸気の急激な膨張を伴う破壊また

はその現象をいいます。以下同様とします。） 

２ 当会社は、この約款に従い、台風、せん風、暴風、暴風雨等の風災（こう水、高潮等を除きま

す。）、ひょう災または豪雪、なだれ等の雪災（融雪こう水を除きます。）によって保険の目的

が損害を受け、その損害の額が２０万円以上となった場合には、その損害に対して、損害保険

金を支払います。この場合において、損害の額の認定は、構内ごとに保険の目的のすべてにつ

いて、一括して行うものとします。 

３～７－省略－ 

第２条～第３条－省略－ 

第４条（保険金の支払額） 

１ 当会社が第１条（保険金を支払う場合）第１項または第２項の損害保険金として支払うべき損

害の額は、保険価額によって定めます。 
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２ 保険金額が保険価額の８０％に相当する額以上のときは、当会社は、保険金額を限度とし、前

項の規定による損害の額を損害保険金として、支払います。 

３ 保険金額が保険価額の８０％に相当する額より低いときは、当会社は、保険金額を限度とし、

次の算式によって算出した額を損害保険金として、支払います。 

第１項の規定による損害の額×
保険金額

 保険価額の８０％に相当する額 
＝損害保険金の額 

以下－省略－ 

 

＜資料２＞ＡＹ社 
 

［すまいの火災保険普通保険約款（抜粋）］ 

第１章 建物条項 

第１条［この条項の適用条件］ 

この条項は、この保険契約において居住の用に供する建物を保険の対象とする場合に適用されます。 

第２条［保険の対象の範囲］ 

（１）この条項における保険の対象は、保険証券記載の建物とします。ただし、次表に掲げる物の

うち保険証券記載の建物が所在する敷地内に設置され、かつ、記名被保険者の所有するもの

は、保険の対象に含まれます。 

保険の対象となる物 

① 畳、建具、建物付属設備 

② 庭木 

③ 屋外設備 

（２）次表に掲げる物のうち保険証券記載の建物が所在する敷地内に設置され、かつ、記名被保険

者の所有するものは、保険証券に「含まない」と明記しないかぎり、保険の対象に含まれます。 

保険の対象となる物 

① 建物の基礎（保険の対象である建物の基礎をいいます。） 

② 門、塀、垣 

③ 物置、車庫その他の付属建物 

（３）－省略－ 

第３条［保険金を支払う場合］ 

（１）当社は、保険期間中に発生した次表の「事故の種類」に該当する事故に対して、この普通保

険約款に従い、損害保険金を支払います。 

事故の種類 説明 

① 

火災 － 

落雷 － 

破裂・爆発 気体または蒸気の急激な膨張を伴う破壊またはその現象をいいます。 

② 

風災 台風、旋風、竜巻、暴風等をいい、洪水、高潮等を除きます。 

雹（ひょう）災 － 

雪災 
豪雪の場合におけるその雪の重み、落下等による事故または雪崩をいい、融

雪水の漏入もしくは凍結、融雪洪水または除雪作業による事故を除きます。 

以下－省略－ 
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第４条－省略－ 

第５条［支払保険金の計算］ 

（１）当社が第３条［保険金を支払う場合］の損害保険金として支払う額は、次表によります。 

項 事故の種類 支払保険金の額 

① 火災、落雷、破裂・爆発 【全焼・全壊の場合】 
 損害保険金 ＝ 建物保険金額  

 

【全焼・全壊以外の場合】 
 損害保険金 ＝ 損害の額 － 免責金額  

 

ただし、損害保険金として支払う額は、１回の事故につき建物

保険金額を限度とし、免責金額は１回の事故ごとに適用しま

す。 

② 
風災、雹（ひょう）災、

雪災 

③ 水ぬれ 

④ 盗難 

⑤ 水災 

⑥ 破損、汚損等 

（２）本条（１）の全焼・全壊とは、次の算式による割合が８０％以上である損害をいいます。 

 保険の対象である保険証券記載の建物の焼失、流失または損壊した部分の床面積 

保険の対象である保険証券記載の建物の延床面積
 

（３）～（５）－省略－ 

第６条［損害の額の計算］ 

第５条［支払保険金の計算］に規定する損害の額は、次表により算出します。 

項 損害の形態 損害の額の算出方法 

① 
焼失、流失または損壊

の場合 
 損害の額 ＝ 修理費 －

 修理に伴って発生した残存物が 

 あるときは、その価額
 

② 盗取の場合  損害の額 ＝ 再調達価額  

以下－省略－ 

 

１．５６０万円 

２．５８０万円 

３．６３０万円 

４．６５０万円  
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（問題３６） 
 

（設問Ｃ）個人事業主の最上さんは、ゴルフ場でプレー中に、最上さんの打ったゴルフボールが誤って

前の組でプレーをしていた榎並さんに当たり、負傷させてしまった。下記＜条件＞に基づき、

ゴルファー保険の賠償責任保険金の額として、正しいものはどれか。なお、解答に当たって

は、下記＜資料＞を参照すること。 

 

＜条件＞ 
 

［最上さんの契約内容］ 

保険契約者・被保険者：最上さん 

保険種類：ゴルファー保険 

傷害保険金額：８００万円 

賠償責任保険金額（支払限度額）：１億円（免責金額：３万円） 

ゴルフ用品特約保険金額：４０万円 

ホールインワン特約保険金額：７０万円 

 

［事故状況および損害額］ 

加害者：最上さん 

被害者：榎並さん（前の組のプレーヤー） 

損害賠償額：６７万円（ケガによる入院および通院の治療費・交通費など） 

争訟費用：２３万円（弁護士報酬・裁判費用など） 

※損害額は確定済みの金額で、事故に関連するその他の費用は発生していない。 

※争訟費用は保険会社の同意を得たものである。 

 

＜資料＞ 
 

［個人型生活補償保険普通保険約款 ゴルファー賠償責任補償特約（抜粋）］ 

第１条－省略－ 

第２条（保険金を支払う場合） 

（１）当社は、日本国内または国外において被保険者が行うゴルフの練習中、競技中または指導中

に発生した偶然な事故により、被保険者が他人の身体の障害または他人の財物の損壊につい

て法律上の損害賠償責任を負担することによって被った損害に対して、この特約および普通

保険約款の規定に従い、保険金を被保険者に支払います。 

（２）当社は、損害の原因となった本条（１）の事故発生の時が保険期間中であった場合に限り、

保険金を支払います。 

第３条～第４条－省略－ 

第５条（支払保険金の計算） 

（１）１回の事故につき、当社が支払う保険金の額は、次の算式によって算出される額とします。

ただし、保険金額を限度とします。 
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（２）当社は、本条（１）に定める保険金に加えて、次表に掲げる費用の合計額を保険金として支

払います。なお、これらの費用については、その全額を支払います。 

費用 説明 

①損害防止費用 第７条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）（１）①

に規定する損害の発生または拡大の防止のために必要または有益で

あった費用をいいます。 

②権利保全行使費用 第７条（事故発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）（１）③

に規定する権利の保全または行使に必要な手続きをするために要し

た費用をいいます。 

③緊急措置費用 第２条（保険金を支払う場合）（１）に規定する事故により他人の身

体の障害または他人の財物の損壊が発生した場合において、損害の

発生または拡大の防止のために必要または有益と認められる手段を

講じた後に法律上の損害賠償責任のないことが判明したときに、そ

の手段を講じたことによって要した費用のうち、応急手当、護送、

診療、治療、看護その他緊急措置のために要した費用、およびあら

かじめ当社の同意を得て支出した費用をいいます。 

④示談交渉費用 被保険者の行う折衝または示談について被保険者が当社の同意を得

て支出した費用、および第９条（当社による解決）（２）の規定によ

り被保険者が当社に協力するために要した費用をいいます。 

⑤争訟費用 損害賠償に関する争訟について、被保険者が当社の書面による同意

を得て支出した訴訟費用、弁護士報酬、仲裁、和解もしくは調停に

要した費用またはその他権利の保全もしくは行使に必要な手続きを

するために要した費用をいいます。 

以下－省略－ 

 

１．６４万円 

２．６７万円 

３．８７万円 

４．９０万円 

  

保険金の額 

被保険者が損

害賠償請求権

者に対して負

担する法律上

の損害賠償責

任の額 

判決により支

払いを命ぜら

れた訴訟費用

または判決日

までの遅延損

害金 

＝ ＋ － 

被保険者が損害賠

償請求権者に対し

て損害賠償金を支

払ったことにより

代位取得するもの

がある場合は、そ

の価額 

－ 免責金額 
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（問題３７） 
 

（設問Ｄ）会社員の関根圭太さんと妻の涼子さんは、交通事故により２人とも重傷を負い病院に入院し

治療を続けていたが、圭太さんは死亡した。涼子さんは退院したがその後通院し完治した。

下記＜条件＞に基づき、圭太さんを本人とする個人用生活補償保険（夫婦型）から支払われ

る保険金の合計額として、正しいものはどれか。なお、解答に当たっては、下記＜資料＞を

参照すること。 

 

＜条件＞ 
 

［関根さんの個人用生活補償保険（夫婦型）の契約内容］ 

本人  傷害死亡・後遺障害保険金額：７００万円 

傷害入院保険金額（日額）：１０,０００円（支払対象期間１８０日・支払限度日数１８０日） 

傷害手術保険金額：傷害入院保険金額（日額）の５倍・１０倍 

傷害通院保険金額（日額）：５,０００円（支払対象期間１８０日・支払限度日数９０日） 

 

配偶者 傷害死亡・後遺障害保険金額：５００万円 

傷害入院保険金額（日額）：８,０００円（支払対象期間１８０日・支払限度日数１８０日） 

傷害手術保険金額：傷害入院保険金額（日額）の５倍・１０倍 

傷害通院保険金額（日額）：５,０００円（支払対象期間１８０日・支払限度日数９０日） 

※他の特約は付帯されていない。 

 

［事故状況および治療状況］ 

・ 夫婦で乗車中に交差点内で他の車両と衝突し重傷を負った。 

・ ２人とも入院直後（事故日当日）にそれぞれ１回手術を受けた。 

・ 圭太さんが死亡するまでの入院日数は事故日から連続して１５日間である。 

・ 涼子さんは事故日から連続して３５日間入院し、退院後３ヵ月間に２０日間通院した。 

・ ２人とも後遺障害は発生していない。 

・ 涼子さんに通院中のギプス固定はない。 

※いずれも確定した損害および日数である。 
 

 

＜資料＞ 
 

［個人用生活補償保険普通保険約款 傷害補償特約（抜粋）］ 

第１条（この特約の適用条件） 

 この特約は、保険証券にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。 

第２条（保険金を支払う場合） 

（１）当社は、被保険者が急激かつ偶然な外来の事故によってその身体に被った傷害に対して、こ

の特約および普通保険約款の規定に従い傷害保険金を支払います。 
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（２）当社は、本条（１）の傷害保険金のうち、保険証券に保険金額または保険金日額が記載され

たものについて支払います。ただし、傷害死亡保険金および傷害後遺障害保険金については

保険証券に傷害死亡・後遺障害保険金額が記載された場合、傷害手術保険金については保険

証券に傷害入院保険金日額が記載された場合に支払います。 

（３）－省略－ 

第３条～第４条－省略－ 

第５条（傷害死亡保険金の計算） 

（１）当社は、被保険者が第２条（保険金を支払う場合）（１）の傷害を被り、その直接の結果とし

て、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に死亡した場合は、傷害死亡・後遺障

害保険金額の全額を傷害死亡保険金として傷害死亡保険金受取人に支払います。ただし、既

に支払った傷害後遺障害保険金がある場合は、傷害死亡・後遺障害保険金額から既に支払っ

た金額を差し引いた残額を、傷害死亡保険金として傷害死亡保険金受取人に支払います。 

（２）～（３）－省略－ 

第６条－省略－ 

第７条（傷害入院保険金および傷害手術保険金の計算） 

（１）当社は、被保険者が傷害入院に該当した場合は、その期間に対し、次の算式によって算出し

た額を傷害入院保険金としてその被保険者に支払います。 

 傷害入院保険金の額 ＝ 傷害入院保険金日額 × 傷害入院の日数  

（２）－省略－ 

（３）本条（１）の傷害入院の日数には次の日数を含みません。 

① 事故の発生の日から起算して傷害入院保険金の支払対象期間が満了した日の翌日以降の傷

害入院の日数 

② １事故に基づく傷害入院について、傷害入院保険金を支払うべき日数の合計が傷害入院保

険金の支払限度日数に到達した日の翌日以降の傷害入院の日数 

（４）被保険者が傷害入院保険金の支払を受けられる期間中にさらに傷害入院保険金の支払を受け

られる傷害を被った場合であっても、当社は、その期間に対し重複しては傷害入院保険金を

支払いません。 

（５）当社は、被保険者が第２条（保険金を支払う場合）（１）の傷害を被り、傷害手術保険金支払

対象期間（注）内に病院または診療所において、その傷害の治療を直接の目的として手術を

受けた場合は、１回の手術について、次の算式によって算出した額を、傷害手術保険金とし

てその被保険者に支払います。 

① 入院中に受けた手術の場合 

 傷害手術保険金の額 ＝ 傷害入院保険金日額 ×１０ 

② 本条（５）①以外の手術の場合 

 傷害手術保険金の額 ＝ 傷害入院保険金日額 ×５ 

（注）傷害手術保険金支払対象期間とは、傷害保険金を支払いうる傷害の原因となった

事故の発生の日からその日を含めて傷害入院保険金の支払対象期間の日数に達す

るまでの期間をいいます。 

（６）～（７）－省略－ 

第８条（傷害通院保険金の計算） 

（１）当社は、被保険者が傷害通院に該当した場合は、その日数に対し、次の算式によって算出し

た額を傷害通院保険金としてその被保険者に支払います。 

 傷害通院保険金の額 ＝ 傷害通院保険金日額 × 傷害通院の日数  

（２）被保険者が通院しない場合においても、骨折、脱臼、靱帯損傷等の傷害を被った別表４に掲

げる部位を固定するために医師の指示によりギプス等を常時装着したときは、その日数につ
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いて、本条（１）の傷害通院に該当したものとみなします。 

（３）当社は、本条（１）および（２）の規定にかかわらず、第７条（傷害入院保険金および傷害

手術保険金の計算）の傷害入院保険金を支払うべき期間中の傷害通院に対しては、傷害通院

保険金を支払いません。 

（４）本条（１）の傷害通院の日数には次の日数を含みません。 

① 事故の発生の日から起算して傷害通院保険金の支払対象期間が満了した日の翌日以降の傷

害通院の日数 

② １事故に基づく傷害通院について、傷害通院保険金を支払うべき日数の合計が傷害通院保

険金の支払限度日数に到達した日の翌日以降の傷害通院の日数 

（５）被保険者が傷害通院保険金の支払を受けられる期間中にさらに傷害通院保険金の支払を受け

られる傷害を被った場合であっても、当社は、その期間に対し重複しては傷害通院保険金を

支払いません。 

以下－省略－ 

 

１．７５６万円 

２．７６１万円 

３．７６３万円 

４．７７１万円 
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問１１ 

 ２０２３年１２月に新築した戸建て住宅（持ち家）に住んでいる高倉さんが契約している損害保険に

関する以下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

［家族構成］ 

高倉さん（５５歳）：会社員 

妻   （５５歳）：専業主婦（高倉さんと同居・同一生計） 

長男  （２７歳）：会社員（両親と別居・別生計、既婚） 

長女  （２１歳）：大学生（両親と別居・同一生計、未婚） 

 

［高倉さんが契約している損害保険の内容］ 

＜契約①＞ 

保険種類：住宅向け火災保険 

保険契約者＝被保険者：高倉さん 

保険期間：２０２３年１２月１日から５年間 

保険の対象：建物 鉄骨造陸屋根２階建て専用住宅１棟 

家財 上記建物内収容家財一式 

保険価額：建物 ４,０００万円 

家財 ２,５００万円 

保険金額：建物 ４,０００万円 

家財 ２,５００万円 

 

＜契約②＞ 

保険種類：自動車保険 

保険契約者＝記名被保険者・車両所有者：高倉さん 

保険期間：２０２４年２月１日から１年間 

被保険自動車：自家用小型乗用車 

保険金額：対人賠償責任保険金額 無制限（１名につき） 

対物賠償責任保険金額 無制限（１事故につき） 

人身傷害保険金額 ５,０００万円（１名につき） 

一般車両保険金額 １５０万円 

特約：運転者本人・家族限定特約 

運転者年齢条件特約（２１歳以上補償） 

他車運転危険担保特約（自動付帯） 

自動車損害賠償責任保険も同じ保険会社と契約している。 
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（問題３８） 
 

（設問Ａ）高倉さんは、住宅向け火災保険＜契約①＞に地震保険を付帯することを検討している。地震

保険に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．高倉さんの住宅の場合、建築年割引１５％が適用される。 

２．地震により住宅建物が被災し、損害の程度が一部損と認定された場合、地震保険から保険金

額の５％が保険金として支払われる。 

３．保険期間５年の火災保険に地震保険を中途付帯する場合は、火災保険の保険始期の応当日で

なければならない。 

４．家財に地震保険を付帯するときに１個または１組の価額が１００万円を超える美術品を火災

保険証券に明記していた場合、地震保険の補償の対象となる。 

 

（問題３９） 
 

（設問Ｂ）高倉さんが契約している自動車保険＜契約②＞に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。 

 

１．高倉さんが被保険自動車を運転中に、誤って塀に衝突し、同乗していた妻がケガをして入院

した場合、対人賠償責任保険の補償の対象となる。 

２．長男が被保険自動車を運転し、他人の住宅の塀に衝突し損壊させた場合、対物賠償責任保険

の補償の対象となる。 

３．被保険自動車が噴火により全損となった場合、一般車両保険の補償の対象となる。 

４．長女が被保険自動車を運転中に、他の自動車と衝突してケガをして通院した場合、人身傷害

保険の補償の対象となる。 
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問１２ 

 ＣＦＰ認定者は、自転車販売業者であるＳＡ商店に係るリスクマネジメントと、関連する各種損害

保険についてのアドバイスを求められました。以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の

中から１つ選んでください。 

 

［ＳＡ商店の概要］ 

事業内容：小売業（自転車の販売のほか、自転車の組立・修理を行っている） 

従業員：７名（うち、パート・アルバイト４名） 

店舗建物：鉄筋コンクリート造３階建て（３３０ｍ2） 

 

（問題４０） 
 

（設問Ａ）ＳＡ商店が契約している店舗総合保険に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

なお、特約は付帯されていないものとする。また、解答に当たっては、下記＜資料＞を参考

にすること。 

 

＜資料＞ 
 

［契約内容］ 

保険種類：店舗総合保険 

保険の対象：鉄筋コンクリート造３階建て店舗建物（３３０ｍ2） 

建物内収容の什器・備品一式 

建物内収容の商品一式 

保険金額：店舗建物 ８,０００万円 

建物内収容の什器・備品一式 ３,０００万円 

建物内収容の商品一式 ３,０００万円 

 

１．落雷により建物内の什器に損害が生じた場合、保険金の支払い対象となる。 

２．排水管に異物が詰まり漏水により建物に損害が生じた場合、保険金の支払い対象となる。 

３．泥棒が侵入し、建物内の商品が盗まれて損害が生じた場合、保険金の支払い対象となる。 

４．豪雨による洪水のため地盤面より４８ｃｍの浸水を被った結果、建物内の什器・備品に損害

が生じた場合、保険金の支払い対象となる。 
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（問題４１） 
 

（設問Ｂ）ＳＡ商店は店舗建物を保険の対象として店舗休業保険を契約している。以下の事故において

店舗休業保険から支払われる保険金の額として、正しいものはどれか。なお、解答に当たっ

ては、下記＜資料１＞＜資料２＞を参照すること。 

 

＜資料１＞ 
 

［契約内容］ 

店舗休業保険：約定復旧期間 ３ヵ月 

保険金額（１日当たりの粗利益額） ２０万円 

支払限度率 ３０％ 

［事故状況］ 

火災により店舗建物が損害を被り、営業を休止した。 

復旧期間内の休業日数：事故発生日から８日間 

売上減少高：５００万円 

支払いを免れた経常費等の費用：５０万円 

減少させることができた休業日数：２日間 

休業日数短縮費用：６０万円 

 

＜資料２＞ 
 

［店舗休業保険普通保険約款（抜粋）］ 

第１条（保険金を支払う場合） 

 当会社は、保険の対象が次のいずれかに該当する事故により損害を受けた結果、営業が休止また

は阻害されたために生じた損失（以下「損失」といいます。）に対して、この約款に従い、保険金

を支払います。 

① 火災 

② 落雷 

③ 破裂または爆発 

④ 風災、雹災、雪災または台風、暴風雨、豪雨等による洪水・融雪洪水・高潮・土砂崩れ・落

石等の水災 

⑤ 建物の外部から物体の落下、飛来、衝突、接触もしくは倒壊または建物内部での車両もしく

はその積載物の衝突もしくは接触。ただし、雨、雪、あられ、砂塵、粉塵、煤煙その他これ

らに類する物の落下もしくは飛来、土砂崩れまたは④の事故による損害を受けた結果生じた

損失を除きます。 

⑥ 次のいずれかに該当する事故に伴う漏水、放水または溢水による水濡れ。ただし、④の事故

による損害を受けた結果生じた損失を除きます。 

ア．給排水設備に生じた事故 

イ．被保険者以外の者が占有する戸室で生じた事故 

⑦ 騒擾およびこれに類似の集団行動または労働争議に伴う暴力行為もしくは破壊行為 
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⑧ 盗難 

第２条～第４条－省略－ 

第５条（保険金の支払額） 

（１）当会社が支払うべき保険金の額は、１回の事故について、次の①および②によって算出した

額の合計額とします。 

① 保険金額に休業日数を乗じて得た額。ただし、復旧期間内の売上減少高に支払限度率を乗

じて得た額から復旧期間内に支払を免れた経常費等の費用を差し引いた残額を限度とします。 

② 休業日数を減少させるために支出した必要かつ有益な追加費用（注）の額。ただし、休業

日数短縮費用の支出によって減少させることができた休業日数に保険金額を乗じて得た額

を限度とします。 

（注）追加費用 

損害を受けた保険の対象を復旧するために通常要する費用および第２６条（損害・

損失防止義務および損失防止費用）（２）に規定する費用を含みません。以下「休業

日数短縮費用」といいます。 

（２）第１条（保険金を支払う場合）④の事故により損害を受けた結果生じた損失に対して保険金

を支払う場合には、復旧期間から、その事故の発生した日を含む最初の３日間を控除した残

りの日数内の休業日数により（１）の規定に従い、保険金を算出するものとします。 

 

１．１４０万円 

２．１６０万円 

３．２００万円 

４．２２０万円 
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（問題４２） 
 

（設問Ｃ）ＳＡ商店は従業員の就業中の事故に備えるため、就業中のみの危険補償特約を付帯した普通

傷害保険の契約を検討している。ＳＡ商店が契約を検討している普通傷害保険に関する次の

記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、その他の特約は付帯しないものとし、解答に

当たっては、下記＜資料＞を参照すること。 

 

＜資料＞ 
 

補償内容：死亡保険金、後遺障害保険金、入院保険金、通院保険金 

保険契約者 被保険者 保険金受取人 

ＳＡ商店 ＳＡ商店の従業員 
死亡保険金 後遺障害・入院・通院保険金 

被保険者の法定相続人 被保険者 
 

 

１．ＳＡ商店の従業員が毎日の業務作業が原因で、けんしょう炎となり通院した場合、補償の対

象となる。 

２．ＳＡ商店の従業員が業務中に発生した地震により転倒し、ケガをして通院した場合、補償の

対象となる。 

３．ＳＡ商店の従業員が出張中に熱中症にかかり、入院した場合、補償の対象となる。 

４．ＳＡ商店の従業員が出勤途中の交通事故によるケガで死亡した場合、補償の対象となる。 
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問１３ 

 ＣＦＰ認定者は、食材の卸売り・レストランを経営するＱＳ株式会社（以下「ＱＳ社」という）に

係るリスクマネジメントと、関連する各種損害保険についてのアドバイスを求められました。以下の設

問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

［ＱＳ社の概要］ 

事業内容：食材卸・レストラン経営（県内に５店舗経営） 

資本金：１億円 

従業員：１００名（うちパート・アルバイト７０名） 

所有建物：店舗（鉄骨サイディング造２階建て ５００ｍ2、５店舗とも同じ） 

※５店舗とも１階が和食、２階が洋食レストランを経営 

本社ビル（鉄筋コンクリート造３階建て ７００ｍ2） 

所有車両：９台（自家用普通乗用車１台、自家用小型貨物車８台） 

 

（問題４３） 
 

（設問Ａ）企業活動のリスクと対応する損害保険について、ＣＦＰ認定者が行ったアドバイスとして、

最も不適切なものはどれか。 

 

１．「継続的な商取引を行っている取引先の倒産等によって、売上債権の回収ができない場合の

備えとして、取引信用保険を検討した方がよいでしょう。」 

２．「店舗が地震により損壊して休業を余儀なくされ、その間の営業収益が減少する場合の備え

として、企業費用・利益総合保険を検討した方がよいでしょう。」 

３．「本社のサーバーが不正アクセスを受け、顧客の個人情報が漏えいしたとき、会社が法律上

の損害賠償責任を負う場合の備えとして、サイバー保険を検討した方がよいでしょう。」 

４．「従業員の不当解雇に起因して、会社が法律上の損害賠償責任を負う場合の備えとして、雇

用慣行賠償責任保険を検討した方がよいでしょう。」 
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（問題４４） 
 

（設問Ｂ）法人向け普通火災保険と、同保険に付帯する拡張危険担保特約についてＣＦＰ認定者が行っ

たアドバイスとして、最も不適切なものはどれか。なお、火災保険の拡張危険担保特約とは、

個々の法人契約者のニーズに対応するため、保険約款の担保範囲を拡張する特約の総称である。 

 

１．普通火災保険は、落雷によって本社ビルに損害が生じた場合、保険金の支払い対象となる。 

２．地震危険担保特約は、家計地震保険と同様、損害の程度によって全損、大半損、小半損、一

部損の認定を行い、保険金が支払われる。 

３．電気的・機械的事故担保特約は、運転負荷異常による過電流のため店舗の自動ドアに損害が

生じた場合、保険金の支払い対象となる。 

４．水災危険担保特約は、台風による豪雨により店舗が浸水して損害を被った場合、保険金の支

払い対象となる。 

 

（問題４５） 
 

（設問Ｃ）ＱＳ社が所有・使用する車両が、１０台に達した場合の自動車保険の取扱いに関する次の記

述のうち、最も適切なものはどれか。なお、ＱＳ社が所有する車両はすべて損害保険会社が

扱う自動車保険に加入するものとする。また、ノンフリート契約とは、フリート契約以外の

自動車保険契約のことをいう。 

 

１．所有・使用する契約車両が１０台に到達した日以降に契約する自動車保険は、ノンフリート

契約またはフリート契約のいずれかを任意に選択することができる。 

２．フリート契約では、所有・使用する車両１台ごとに事故歴により保険料の割増引が決定される。 

３．フリート契約では、所有・使用する個々の車両に運転者の年齢条件を設定することができる。 

４．フリート契約では、１０台以上の所有・使用する車両を１つの保険証券で契約した場合、フ

リート多数割引が適用される。 

 

（問題４６） 
 

（設問Ｄ）ＱＳ社が契約を検討している労働災害総合保険（法定外補償条項、使用者賠償責任条項）に

関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、「政府労災保険」とは、労働者

災害補償保険のことである。 

 

１．労働災害総合保険（法定外補償条項）では、政府労災保険に特別加入している事業主のみを

対象として加入することができる。 

２．労働災害総合保険（法定外補償条項）では、原則としてパートタイマー・アルバイト従業員

も被用者に含めて加入する。 

３．労働災害総合保険（使用者賠償責任条項）では、労働災害総合保険（法定外補償条項）に未

加入の場合であっても単独で契約することができる。 

４．労働災害総合保険（使用者賠償責任条項）の保険金額は、被用者１人当たりの支払限度額と、

１災害における総額の支払限度額を設定する。  
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問１４ 

 個人および個人事業主を保険契約者とする損害保険の税務に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それ

ぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４７） 
 

（設問Ａ）会社員の塩谷さんは、下記＜資料＞の保険契約を損害保険会社と締結し、保険料をそれぞれ

払込期日どおりに支払っている。塩谷さんが２０２４年分の所得税に関して受けられる地震

保険料控除の額（最大額）として、最も適切なものはどれか。なお、＜資料＞に記載のない

保険契約は考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［契約①］ 

保険種類：自動車保険 

保険契約者＝保険料負担者：塩谷さん 

記名被保険者：塩谷さん 

保険期間：２０２４年１０月１日から１年間 

年間保険料（一時払い）：２２０,０００円 
 

［契約②］ 

保険種類：地震保険付帯住宅向け火災保険 

保険契約者＝保険料負担者：塩谷さん 

保険の対象：塩谷さんの自宅建物 

保険期間：火災保険 ２０２４年１月１日から５年間 

地震保険 ２０２４年１月１日から１年間（自動継続） 

保険料：火災保険料（長期一括払い）  ５５０,０００円 

地震保険料（２０２４年支払分） ５５,０００円 
 

［契約③］ 

保険種類：所得補償保険 

保険契約者＝保険料負担者：塩谷さん 

被保険者：塩谷さん 

保険期間：２０２４年７月１日から１年間 

年間保険料（一時払い）：２２,０００円 
 

［契約④］ 

保険種類：ペット保険 

保険契約者＝保険料負担者：塩谷さん 

保険期間：２０２４年８月１日から１年間 

保険料（月払い）：２,０００円 
 

１．２２,０００円 

２．５０,０００円 

３．５５,０００円 

４．７７,０００円  
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（問題４８） 
 

（設問Ｂ）個人が受け取る損害賠償金と損害保険金の税務に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。 

 

１．交通事故による被害者が加害者から受け取った損害賠償金は、非課税である。 

２．事故でケガをして就業不能となり、業務に従事することのできなかった期間の所得の補償と

して所得補償保険から被保険者が受け取った保険金は、非課税である。 

３．自動車を運転中の事故により被保険者が死亡し、人身傷害保険から相続人が受け取った死亡

保険金のうち、相手方の過失相当額分は、非課税である。 

４．ホールインワンを達成し、パーティーを開催したことによりゴルファー保険のホールインワ

ン・アルバトロス費用補償特約から被保険者が受け取った保険金は、非課税である。 

 

（問題４９） 
 

（設問Ｃ）個人事業主が受け取った損害賠償金等に係る所得税に関する次の記述のうち、最も適切なも

のはどれか。 

 

１．個人事業主が対人賠償事故の被害者となり、個人事業主が所属する商店会から受け取った見

舞金（社会通念上相当額）は、非課税である。 

２．対物賠償事故により店舗内に陳列していた商品に損害を受け、その商品の損害に対して受け

取った損害賠償金は、非課税である。 

３．対物賠償事故により事業用資産に損害を受け、業務が一時休止となり、収益補償として受け

取った損害賠償金は、非課税である。 

４．対物賠償事故により店舗に損害を受け、本来の店舗で営業再開できるまでの仮店舗の賃借料

の補償として受け取った損害賠償金は、非課税である。 

 

（問題５０） 
 

（設問Ｄ）雑損控除と災害減免法に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．雑損控除では、その年の所得金額から控除しきれない金額がある場合には翌年以後７年間に

わたり繰り越すことができる。 

２．雑損控除は、詐欺によって資産に損害を受けた場合にも適用を受けることができる。 

３．災害減免法の適用を受けるには、災害にあった年の所得金額の合計が１,０００万円以下で

なければならない。 

４．自然災害による損害ならびに盗難や横領による損害は、災害減免法の適用対象となる。 

 

 




